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青森市浅虫温泉森林公園 指定管理者 募集要項 

 

青森市では、青森市浅虫温泉森林公園を効果的・効率的に管理運営するため、地方自治法

第 244 条の 2 第 3項の規定に基づき、同施設の指定管理者を募集します。 

 青森市浅虫温泉森林公園の指定管理者が行う業務の内容及び履行方法について定める本

募集要項及び青森市浅虫温泉森林公園指定管理業務仕様書（以下「仕様書」という。）に則

り、指定管理者指定申請書に事業計画書など必要な書類を添えて提出してください。 

 

１ 施 設 概 要 等  

(1) 施 設の名称 

青森市浅虫温泉森林公園 

(2) 所 在 地 

青森市大字浅虫字馬場山 1-7 

(3) 設 置 目 的 

森林を余暇活動の場として提供することにより、自然保護意識の向上及び緑化

意識の高揚を図り、市民の健康増進に資することを目的とします。 

(4) 面 積・構造 

総合案内所 1 棟、林間歩道 6,958ｍ、管理道 3,550ｍ、テニスコート（クレーコ

ート）３面、運動広場（夜間照明完備）5,019 ㎡、梅・栗見本園 3,000 ㎡、むつ湾

展望所、あずまや４棟、ベンチ 40 基 

 

 

２ 管理の基準  

(1) 開園期間 

４月２９日～１０月３１日  

※管理期間 ４月１日～３月３１日（通年） 

(2) 使用時間 

 ９：００～２１：００ 

ただし、市長の承認を得て、これを変更することができます。 

  (3)  法令等の遵守 

     業務を遂行する上で、以下の法令を遵守してください。 

    ① 青森市公の施設に係る指定管理者の指定手続等に関する条例（平成 17 年条例

第 30 号） 

    ② 青森市公の施設に係る指定管理者の指定手続等に関する条例施行規則（平成

17 年規則第 23 号） 

    ③ 青森市情報公開条例（平成 17 年条例第 26 号） 

    ④ 青森市暴力団排除条例（平成 23 年条例第 33 号） 

    ⑤ 青森市中小企業振興基本条例（平成 24 年条例第 63 号） 

     ⑥ 青森市森林公園条例（平成 17 年条例第 180 号） 

    ⑦ 青森市森林公園条例施行規則（平成 17 年規則第 141 号） 

    ⑧ 地方自治法（昭和 22 年法律第 67 号） 

    ⑨ 労働基準法（昭和 22 年法律第 49 号）、労働安全衛生法（昭和 47 年法律第 57    

号）、ほか労働法令 

    ⑩ 個人情報の保護に関する法律（平成 15 年法律第 57 号） 

    ⑪ 青森市指定管理者制度導入基本方針 

 ⑫ その他指定管理業務を行うにあたり遵守すべき法令 
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３ 管理業務の範囲  

  業務の範囲は以下のとおりとします。なお詳細は別紙「仕様書」のとおりとします。 

 (1) 森林公園の維持管理に関すること 

 (2) 管理事務所及び園内管理 

 (3) 業務報告 

 (4) 各種事業活動（自主事業）の実施 

 (5) 使用許可及び使用料収納 

 (6) その他 

 

 

４ 指 定 期 間  

令和 8年 4月 1日から令和 13 年 3 月 31 日まで （5 年間） 

 

 

５ 公募スケジュール等  

(1) 募集要項等の配布 

    期  間  令和 7 年 8月 1日(金)から令和 7年 9月 1日(月)まで 

           （ただし、土・日曜日、祝日を除く、午前 8時 30 分から 

午後 5時まで） 

     配布場所  青森市役所浪岡庁舎農地林務課 

            ※市ホームページからもダウンロードできます。 

 

(2) 説明会の開催 

   日  時  令和 7 年 8月 8日(金) 午前 10 時から 

   開催場所  浅虫温泉森林公園 管理棟 

※ 参加希望者は令和 7 年 8月 1日(金)から令和 7年 8月 7日(木)

までに青森市農林水産部農地林務課まで説明会申込書（様式２）

により申し込みしてください。 

  なお、申請書等を市ホームページからダウンロードした団体で

説明会に出席できない団体は、事前に連絡してください。 

           （ただし、土・日曜日を除く、午前 8時 30 分から午後 5時まで） 

 

(3) 募集要項等に関する質問の受付等 

      受付期間   令和 7年 8 月 8日(金)から令和 7年 8月 18 日(月)まで 

            （ただし、土・日曜日、祝日を除く、午前 8時 30 分から午後 5時

まで） 

      質問方法   青森市農林水産部農地林務課まで「応募に関する質問書」(様式

３)により提出してください。電話、口頭での質問は受け付けませ

ん。 

      回答方法     令和 7年 8 月 25 日(月)までに説明会出席団体及び募集要項配布団

体に対し、郵送、ＦＡＸ又は電子メールにて回答します。また、取

りまとめのうえ、市のホームページにも掲載します。  

※ 受付期間を過ぎた質問事項については、原則、回答できません

ので留意してください。 
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(4) 申請書等の受付 

受付期間  令和 7年 8 月 26 日(火)から令和 7年 9月 1 日(月)まで 

           （ただし、土・日曜日を除く、午前 8時 30 分から午後 5時まで） 

提出方法  青森市農林水産部農地林務課に直接持参してください。 

※応募内容等については、ヒアリングさせていただく場合がありま

す。 

 

 

６ 選定等のスケジュール (予定)  

(1) 指定管理者候補者選定に係る審査 

   令和 7 年 10 月中旬から順次開催します。 

(2) 選定結果の通知 

令和 7年 10 月下旬を目途に審査結果を郵送で通知します。 

(3) 指定議案の提案 

    令和 7年 12 月議会に提案します。 

(4) 指定の通知 

      令和 7年 12 月議会までに議決後、文書にて通知します。 

(5) 協定の締結 

指定管理業務開始前までに締結します。 

 

 

７ 応 募 資 格  

（１）指定期間中、施設を安定して管理運営できる団体であること。（法人格の有無は 

問わない） 

直近の３事業年度のうち、一度でも債務超過（貸借対照表のうち「純資産の部」

の合計額がマイナスとなっている状態）がないこと。（指定期間中、施設を安定して

管理運営できる団体を選定する観点から、一度でも債務超過がある団体について

は、応募資格がないものとしています。） 

（２）青森市内に事務所等の活動拠点を有すること。 

（３）本市の市税、法人税、消費税及び地方消費税が未納でないこと。 

（４）施設を管理するに当たって必要な資格や免許等を有していること。 

（５）地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）第１６７条の４（一般競争入札の

参加者の資格）の規定に該当しないこと。 

（６）本市から指名停止措置を受けていないこと。 

（７）地方自治法第２４４条の２第１１項の規定による指定の取消しを受けたことがな

いこと。（本市の取消しに限定しない） 

（８）地方自治法第９２条の２（議員の兼業禁止）、第１４２条（長の兼業禁止）、第１

８０条の５第６項（委員の兼業禁止）又は第２５２条の２８第３項第１２号（外部

監査委員の兼業禁止）の規定中、「請負」を「請負（指定管理者に係る業務を含

む。）」とみなした場合に、その規定に抵触しないこと。 

（９）会社更生法（平成１４年法律第１５４号）、民事再生法（平成１１年法律第２２５

号）等の規定に基づき更生又は再生手続きをしていないものであること。 

（10）暴力団（暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第７７

号）第２条第１項第２号に規定する暴力団をいう。）又はその構成員（暴力団の構成

団体の構成員を含む。）若しくは暴力団の構成員でなくなった日から５年を経過しな

い者の統制の下にない団体であること。 

【複数の団体で施設の管理運営を行う場合】 
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・共同企業体（※）で応募すること。 

・当該共同企業体の構成員のいずれかは市内に本店を有する者であること。 

※共同企業体とは、公の施設の管理及び運営に関する業務を共同で行うことを目的

として、法人又は団体による任意の組み合わせで構成された団体をいいます。 

（構成員の責任の明確化） 

共同企業体は法人格を持たず、その権利義務は、原則として全構成団体に帰属して

おり、対外的な法律行為についても原則的には全構成団体の名で行うものとします。

共同企業体には代表者を設け、共同企業体を代表して対外的な折衝にあたるほか、施

設の管理運営に係る主導的な役割を担う等、重要な権限と義務を担保させることとし

ます。 

（構成員の変更等に伴う対応） 

構成員の脱退や除名といった変更については、止むを得ない理由を除き、原則禁止

とします。指定期間中、止むを得ない理由により構成員の脱退や除名が生じた場合

は、残存する構成員と市が指定管理の継続に関する協議を行うものとします。 

協議の結果、残存する構成員で指定管理を継続することが可能とした場合は、市の

承認のもとに指定管理を継続することができるものとします。 

 

 

８ 応 募 書 類  

(1)  指定管理者指定申請書（様式１） 

（「青森市公の施設に係る指定管理者の指定手続等に関する条例施行規則」別記

様式(第２条関係)） 

※ 共同企業体の場合の記載に当たっては、団体名は、「共同企業体名」を記入

し、代表者氏名は共同企業体の代表者を記入してください。 

  (2) 共同企業体構成員表(様式４) 

    ※ 共同企業体の場合は、上記の申請書のほか、「共同企業体構成員表」を添付

して下さい。 

     ※ 共同企業体として申請する場合は、代表団体を選定してください。 

(3) 青森市浅虫温泉森林公園事業計画書（様式５） 

必須事業のほかに自主事業がある場合は、自主事業計画書（任意様式）も併

せて提出してください。 

   審査項目に係る規定やマニュアル（防災マニュアル、個人情報保護規定、雇

用に関する規定等）も併せて提出してください。 

(4) 青森市浅虫温泉森林公園の管理業務収支予算書（様式６）※指定期間各年度分費

目ごとの積算根拠となる資料を任意の様式で作成し、添付してください。 

(5) 青森市浅虫温泉森林公園人件費等内訳書(様式７) 

(6) 応募資格を証する書類 

・法人の場合は、市税の完納証明書及び令和 4 年度・令和 5年度・令和 6年度

（直近３か年）の法人税、消費税及び地方消費税の納税を証する書類 

    ・法人以外の団体においては、団体の代表者の住民票の写し及び完納証明書 

・応募資格に係る「指定管理者の申請に係る応募資格誓約書」(様式８) 

 ※共同企業体の場合は、構成員すべての団体名等を記載の上、提出してくださ

い。 

・施設を管理するに当たっての必要な資格や免許の写し等の書類 

(7) 定款又は寄附行為の写し又は登記事項証明書（法人以外の団体は会則等） 

  (8) 役員名簿 

  (9) 組織・運営・業務概要を記載した書類 

(10) 当該団体の経営状況を説明する書類 
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     ・令和 4年度から令和 6年度まで（直近 3事業年度分）の事業報告書及び決算報

告書一式（損益計算書、貸借対照表のほか各種明細書等を含む。） 

     ・令和 7年度の事業計画書及び収支予算書 

※共同企業体の場合は、構成するすべての団体について経営状況を説明する書

類を提出してください。 

※社会福祉法人その他団体にあっては、当該書類に準ずる書類を提出してくだ

さい。 

※当該団体の経営状況を確認するに当たり、追加で書類の提出を求める場合が

あります。 

(11) 類似施設等の管理運営実績がある場合には、類似施設等管理実績表（任意様式） 

 

●応募に関する留意事項● 

   ① １団体１申請として重複申請は禁止します。 

 (単独で応募した法人等は、同一の指定管理者の募集に対して共同企業体の構

成員となることはできません。また、同一の指定管理者の募集に対し、複数

の共同企業体において同時に構成員になることもできません。) 

      ② 共同企業体の構成員のうち応募資格を満たさない者がある場合は、応募をする

ことはできません。 

   ③ 中小企業等協同組合法(昭和 24 年法律第 181 号)に基づき設立された事業協同  

組合又は特別の法律によって設立された組合が参加する場合においては、その

組合員が共同企業体に参加し、又は単独で参加することはできません。 

   ④ 提出部数 正本 1部と副本 5部＋データ（正本・副本）提出。 

   ⑤ 副本に当たる事業計画書及び収支予算書等は、団体名が特定又は推測できない

ような内容にしてください。 

   ⑥ 管理業務の一部を第三者に委託する場合は、見積書等の収支予算書の積算根拠

となる資料を提出してください。 

   ⑦ 応募に要する費用は応募者の負担とします。  

   ⑧ 提出された書類は理由の如何を問わず返却しません。 

⑨ 上記の書類がなく、新たに作成することができない特別の事情がある場合は、

書類がない旨及びその理由を記載した申立書（任意様式）を提出してくださ

い。 

   ⑩ 応募締切後は、提出された書類の内容の変更又は追加には応じません。  

   ⑪ 提出された書類に虚偽の記載があった場合には失格とします。 

   ⑫ 提出された書類は、指定管理者候補者の選定以外の目的には使用しません。た

だし、青森市情報公開条例第 7 条の規定により、不開示情報（個人情報や法人

等の利益を害する恐れがある情報）を除き、開示の対象となります。 

⑬ 応募受付後に辞退する場合は、辞退届（任意様式）を提出してください。 

⑭ 選定結果に関する下記の事項について、市のホームページ等で公開します。 

      ・施設名 

      ・選定された団体名 

      ・指定の期間 

      ・選定理由 

      ・選定基準及び配点 

      ・応募者名(ただし、２者の場合は非公表とします。) 

      ・採点結果(ただし、匿名での公表とします。) 

      ・会議概要（ただし、ノウハウに関する部分については非公表とします。） 
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９ 選定方法等  

(1) 選定方法 

指定管理者は、応募資格を有する応募団体の中から、市が設置する「指定管理

者選定評価委員会」において、提出された応募書類並びに委員会でのプレゼンテ

ーション及びヒアリング等に基づいた審査により候補者を選定し、議会の議決を

経て、指定期間開始日から指定管理者となることが正式に決定します。 

(2) 選定基準 

指定管理者の候補者の選定は、事業計画書等の内容を、別紙１「青森市浅虫温

泉森林公園選定基準」に基づき、総合的に判断して決定します。 

※ 「1-ｄ.財務の健全性」については、申請者から提出される決算報告書に基づ

き採点します。 

※ 指定期間中における指定管理団体の経営状況悪化等を理由とした辞退を未然

に防ぎ、安定的に管理運営を行うことができる候補者を選定する観点から、直

近の事業年度において利益余剰金（当期利益の積み上げ）がマイナスの場合は、

審査の結果失格とする場合があります。 

※ 「5.効率性について」の採点に当たっては、原則、指定期間全体に係る提案

額の平均をもって採点します。 

※ 指定管理料基準額は上限額となることから、各年度の提案額の平均が指定管

理料基準額内に収まるように提案額を設定してください。提案額が指定管理料

基準額を上回る場合は失格となります。 

※ 選定基準の個別項目採点基準（「「4.応募団体について」及び「5.効率性につ

いて」を除く」において普通とした点数と「1-ｄ.財務の健全性」における配点

のうち 50％に当たる点数及びそれ以外の選定基準項目をすべて「普通」とした

点数の合計点を最低得点（71 点）とし、応募者の得点がこれに満たない場合は

失格とします。 

 

 

10 指定管理料  

(1)  市は毎年度の予算の範囲内において、青森市浅虫温泉森林公園の管理に必要な

経費を指定管理料として指定管理者に支払うこととし、その具体的な金額は、申

請時に提案された収支予算書に基づき、指定管理者と市が協議の上、会計年度ご

とに覚書で定めます。  

(2)  指定管理料基準額 

6,061 千円／年平均（消費税及び地方消費税を含む） 

※ 指定管理料基準額については令和 7年度当初予算額を基礎に、選定における

基準との比較を行うために算出した額であり、今後、市で定める予算額及び指

定管理者指定議決後に締結する協定での指定管理料の額とは異なります。 

なお、指定管理料の金額、支払い時期及び方法は別途覚書で定めます。 

(3)  指定管理料は、原則変更しませんが、当初想定されなかった特別な事情が発生

した場合は、その都度協議を行い決定します。   

(4)  燃料費、光熱水費（水道・電気）及び維持修繕費については精算項目とし、収

支予算書においては以下の金額で積算してください。精算項目である経費につい

て予算を超えて支出する場合は、事前に市への協議のうえ、認められた場合にお

いて支出が可能となります。また、原則として他の経費への流用はできません。

やむを得ない場合で流用する際は、事前に市と協議のうえ、決定することとしま

す。 

  ・燃 料 費 年間  56,486 円 
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  ・上下水道料 年間  16,739 円 

  ・電 気 料 金 年間 268,031 円 

  ・維持修繕費 年間 255,676 円 

   合 計 年間 596,932 円 

(5)   指定管理者は、別紙２「市と指定管理者の責任分担表」に基づき、原則１件

当たり 10 万円以下の修繕については、修繕費 256 千円／年の範囲内において、

自ら修繕対応するものとします。 

 

 

11 使  用  料  

  (1) 使用料の収納事務については、別途委託契約を締結します。 

  (2) 使用料は、市の収入になります。 

(3) 使用料の詳細は、別紙「仕様書」に記載のとおりとなります。 

  (4) 使用料の減免の決定は、市長が行います。 

    (5) 使用料は、前納となります。   

 

 

12  協 定  

(1) 協定は、市と指定管理者の協議により定めることとし、文書により締結します。 

(2) 協定で定める事項は、次のとおりとします。 

ア 事業計画に関する事項 

イ 事業報告及び業務報告に関する事項 

ウ 施設の管理経費に関する事項 

エ 指定の取消し及び管理業務の停止に関する事項 

オ 個人情報の保護に関する事項 

カ 市と指定管理者の責任区分に関する事項 

キ 緊急時の対応に関する事項 

ク その他必要事項 

(3) 指定管理料の金額、支払い時期及び方法など単年度ごとに取り決めるべき事項に

ついては、(1)の協定のほか覚書を締結することとします。 

 

 

13  責 任 区 分  

市と指定管理者の責任分担は、別紙２「市と指定管理者の責任分担表」に基づくこ

ととします。 

 

 

14  施設賠償責任保険への加入  

   市の施設設置者としての瑕疵により発生した損害については、市が損害賠償責任を

負いますが、指定管理者の施設管理責任に起因した損害については、指定管理者が市

又は第三者に対してその損害賠償責任を負うことになるため、原則として、指定管理

者の負担により施設賠償責任保険に加入し、当該損害賠償責任に対応すること。 

【本市が加入する保険の概要】 

①全国市長会市民総合賠償補償保険 

対人：１名につき５千万円、１事故につき５億円 
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  対物：１事故につき１千万円 

  ※自主事業等の指定管理者独自の事業に係る賠償責任は対象外 

②建物総合損害共済 

  対象 火災、自然災害、事故等による損害 

共済責任額（支払限度額）：744 万円（参考：令和 7年度の額） 

（※金額はライブラリ掲載の各施設の明細を参照） 

免責：故意若しくは重大な過失又は法令違反によって生じた損害 

（損害の種類によって５万円までの損害は補償対象外となります。） 

 

 

15  事 業 計 画  

指定管理者は毎年度開始前、管理運営業務の実施計画や利用目標を取りまとめた事

業計画書及び管理に係る経費の収支状況を取りまとめた収支予算書を作成し、市が指

定する期日までに提出しなければなりません。 

 

 

16 事 業 報 告  

(1) 指定管理者は毎年度終了後、管理運営業務の実施状況や利用状況を取りまとめ 

た事業報告書及び管理に係る経費の収支状況等を取りまとめた収支決算書を作成し

たのち、市が指定した期日までに提出しなければなりません。 

(2) 「共同企業体構成員表」を提出した場合は、共同企業体を構成する団体の収支 

配分状況がわかる資料も併せて提出しなければなりません。 

(3) 市は事業報告書に基づき、指定管理者による運営状況を施設へ掲示するととも 

に市ホームページに掲載するなどして、市民に周知します。 

(4) 指定管理者は毎月、利用状況、施設の異常の有無、実施した行為及び事業等の 

概要、金銭の出納管理状況等を月次報告書として、市が指定する期日までに提出し

なければなりません。 

(5) 市は施設の設置責任者として、定期的に指定管理者からの運営状況の聴取及び 

実地調査を実施するとともに、その結果を市ホームページに掲載します。 

 

 

17  そ の 他  

(1) 管理運営に必要な市の備品(別紙３「青森市浅虫温泉森林公園備品一覧表」)につ

いては、無償で使用できます。原則として指定管理業務に必要な備品については市

の予算で購入し、その所有権は市に帰属させることとします。その他、指定管理者

が自主事業等に要する備品を購入する際は、事前に市との協議が必要です。 

(2) 管理業務の全部を第三者に委託することは禁止します。管理業務の一部を第三者

に委託する場合には、あらかじめ書面を市に提出し、承認を得なければなりませ

ん。 

(3)  青森市個人情報の保護に関する法律施行条例の規定を遵守し、情報の取扱いに

は十分に注意しなければなりません。 

(4) 青森市情報公開条例の規定に基づき、管理を行う公の施設に係る情報の開示及び 

提供に努めなければなりません。 

(5) 市は、指定管理者が協定の締結までに経営状況の急激な悪化等により、事業の履

行が確実でないと認める場合には、指定を取り消し、協定を締結しないことができ

ます。 
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(6) この要項及び協定に違反したときは、指定期間内であっても業務の全部又は一部

の指定を取り消すことがあります。 

(7) 指定管理者は原則として法人税、法人市・県民税、法人事業税及び消費税等の課

税対象となり、それを負担しなければなりません。 

※詳しくは、税務署、青森県中央県税事務所、青森市税務部市民税課等の関係機

関に問い合わせの上、応募書類を作成してください。 

(8) 物品等の調達においては、市内の障害者支援施設等から優先して調達するよう努

めるものとします。 

(9) 指定管理者は、「青森市環境方針」に基づく環境配慮事項の遵守に努めるものと

します。 

(10) 指定管理者は、施設職員に対し、「青森市職員接遇マニュアル」の周知徹底を図

るものとします。 

(11)  指定管理者は、各種感染症対策、熱中症対策、防災対策を行う等、利用者の生 

命に危害が及ばないように、必要な措置を講じなければなりません。 

(12) 指定管理者は、業務に係る関係法令等の遵守に努めるものとします。 

 

 

18  問 合 せ 先  

  担当部局  青森市農林水産部農地林務課 

   住  所  〒038-1392 青森市浪岡大字浪岡字稲村１０１番地１ 

   電話番号  ０１７２－６２－１１４６ 

   Ｆ Ａ Ｘ  ０１７２－６２－９３６９ 

   ｅメール  nochi-rimmu@city.aomori.aomori.jp 

   担  当  奈良、工藤 

 

 

19  配 布 資 料  

(1) 青森市浅虫温泉森林公園指定管理業務仕様書（別紙） 

(2) 指定管理者指定申請書（様式１） 

(3) 説明会申込書(様式２) 

(4) 応募に関する質問書(様式３)  

(5) 共同企業体構成員表(様式４) 

(6) 青森市浅虫温泉森林公園事業計画書(様式５) 

(7) 青森市浅虫温泉森林公園の管理業務収支予算書(様式６) 

(8) 青森市浅虫温泉森林公園人件費等内訳書(様式７) 

(9) 指定管理者の申請に係る応募資格誓約書(様式８) 

(10) 指定管理者の申請に係る応募資格誓約書(共同企業体の場合)(様式９) 

(11) 青森市浅虫温泉森林公園選定基準(別紙１) 

(12) 市と指定管理者の責任分担表(別紙２) 

(13) 青森市浅虫温泉森林公園備品一覧表（別紙３） 

(14) 青森市森林公園条例（平成 17 年条例第 180 号） 

(15) 青森市森林公園条例施行規則（平成 17 年規則第 141 号） 

(16) 青森市公の施設に係る指定管理者の指定手続等に関する条例（平成 17 年条例第

30 号） 

(17) 青森市公の施設に係る指定管理者の指定手続等に関する条例施行規則（平成 17

年規則第 23 号） 

(18) 青森市指定管理者制度導入基本方針 



 

 

 

11 

(19) 青森市情報公開条例（平成 17 年青森市条例第 26 号） 

(20) 青森市暴力団排除条例（平成 23 年青森市条例第 33 号） 

(21) 青森市中小企業振興基本条例（平成 24 年青森市条例第 63 号） 

(22) 青森市環境方針 

(23) 青森市職員接遇マニュアル 



 

様式１ 

 

 

指定管理者指定申請書 

 

 

   年    月    日 

 

 

青森市長 西 秀記  様 

 

 

                            所在地   

                       申請者  団体名    

                            代表者氏名 

                            連絡先(電話) 

 

 

 

 下記の公の施設に関し、指定管理者の指定を受けたいので、申請します。 

 

 

記 

 

 

 施設の名称   青森市浅虫温泉森林公園 

 

 

 添付書類 

  (1) 指定管理者の指定を受けようとする公の施設の事業計画書 

  (2) 定款、寄附行為、規約又はこれらに類する書類 

  (3) その他市長が特に必要と定める書類 

 

 

 

 

 

 

 



 

 (様式２) 

 

説 明 会 申 込 書 

 

 

 

 １ 団体名 

 

 

 

 ２ 代表者氏名 

 

 

 

 ３ 住 所 

 

 

  

 ４ 連絡先電話番号 

 

 

 

 ５ 説明会参加者氏名 

 

 

 

 

 

 

※１団体につき参加者は２名までとします。 

 

 

         提出先 〒０３８－１３９２ 青森市浪岡大字浪岡字稲村１０１－１ 

             青森市農林水産部農地林務課 林務チーム 担当 奈良、工藤 

             ＦＡＸ ０１７２－６２－９３６９ 

             e-mail nochi-rimmu@city.aomori.aomori.jp 

 



(様式３) 

 

応募に関する質問書 

 

青森市浅虫温泉森林公園の指定管理者の応募に関して下記のとおり質問します。 

質問事項  

 

【内容】具体的に記入してください。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

質問者  

担当者  

連絡先 電話                FAX 

 

※質問書は一問につき一枚としてください。 

【質問受付期間 令和 7 年 8 月 8 日から令和 7 年 8 月 18 日まで】 

 

 



（様式４） 

 

共同企業体構成員表 

 

 

１ 共同企業体名 

 

２ 構成員等 

 

 

  （代表となる団体） 所在地 

            団体名 

代表者氏名             ㊞ 

 

（構成員） 所在地 

            団体名 

代表者氏名             ㊞ 

 

（構成員） 所在地 

            団体名 

代表者氏名             ㊞ 

 

（構成員） 所在地 

            団体名 

代表者氏名             ㊞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 ※共同企業体申請の場合のみ提出すること 

 

 



 

  

青森市浅虫温泉森林公園事業計画書 

令和  年  月  日作成 

 

施 設 名 青森市浅虫温泉森林公園 

申請団体 

名  称 
 

所 在 地 
〒 

設立年月日  

電話番号  ﾌｧｯｸｽ番号  

E ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽ  HP ｱﾄﾞﾚｽ  

代 表 者 

氏  名  

住  所 〒 

電話番号  ﾌｧｯｸｽ番号  

現在管理運営する公的施設名 所在地 管理運営期間 

  
年 月～   年 月 

  
年 月～   年 月 

  
年 月～   年 月 

  
年 月～   年 月 

① 

管

理

運

営

全

般

に

つ

い

て 

 

a.管理運営方針 

 

b.同種の施設管理業務の

実績 

 

c.地域や関係団体との連 

 携 

 

d.財務の健全性 

 

（様式５） 



 

  

②

管

理

に

つ

い

て 

 

a.地元雇用への配慮  

b.職員等の配置計画 

 

 

c.職員の雇用・労働条件に

ついて 

 

 

d.職員等の研修計画  

e.施設管理計画（浄化槽・給

水施設保守点検、補修等

の計画） 

 

f.防犯、防災、緊急時の対応

に関する取組 

 

g.個人情報保護の取扱いに

関する取組 

 

h.環境保全、負荷低減への

取組 

 

i.福祉に関する取組 

 

 

 



 

  

③

運

営

に

つ

い

て 

a.市民の平等な利用を確保 

するための方針 

 

 

b.利用者等の要望等の把握 

と反映方法 

 

c.サービス向上の対策（苦 

情の対応と防止方法） 

 

d.来園者を増加させるため 

のＰＲ及びイベントの実 

施計画又は自主事業 

 

 

④ 

応

募

団

体

に

つ

い

て 

a.本店の所在地  

 

 

 

 



 

  

⑤ 

効

率

性

に

つ

い

て 

a.収支計画  

 

※可能な限り具体的に記載すること。 

※再委託する項目については見積書を添付すること。 

※事業計画の項目を踏まえ、任意様式により「提案書」を提出することも可。 

 

 

 



（様式６）

単位：円

区    分 項    目 内    訳 計 備    考

指定管理料 市委託料の提案額

その他収入 自主事業収益等

計

賃金

労災保険料

計

消耗品等 事務用品等

その他

計

広告費

消耗品等 作業用品等

電気料 268,031 精算項目

上下水道料 16,739 精算項目

通信運搬費 電話料、切手代等

燃料費 56,486 精算項目

設備保守点検委託 水道点検

トイレの汲み取り料

ゴミ処理

施設賠償責任保険料

計

維持修繕費 255,676 精算項目

計

消費税及び地方消費税等

計

合　　計

施設管理費

事務費

公租公課費

申請者名：  

清掃その他

施設管理費
(精算項目)

青森市浅虫温泉森林公園の管理業務収支予算書（令和    年度）

【支出】

【収入】

人件費



【収支予算書の作成に当たっての留意事項】

※年度を記入の上、単年度毎（５年間分）に作成してください。

※消費税及び地方消費税を１０％として計上してください。

※「内訳」の積算資料等（任意様式）を添付してください。

※支出の『維持修繕費』は、精算対象のため、全応募者において予算書の

　記載額（消費税及び地方消費税10％込み）を計上してください。

※支出の「区分」及び「項目」は、必要に応じて記載内容を変更しても差し支え

　ありません。

※摘要は、参考情報を記載している欄のため、列を削除して構いません。

※自主事業の実施による収入及び支出は、本収支予算書に計上せず、自主事業計画書

　（任意様式）において内訳を記載してください。

※自主事業の実施による収益を本管理運営業務に活用する場合は、「収入」の

　「その他収入」に計上してください。



様式７ 

 

青森市浅虫温泉森林公園人件費等内訳書 

 

No. 職・業務 雇用形態 人数 勤務時間（週） 
休日（週） 

休憩（日） 
賃金単価 各種手当 社会保険等 

労働安全衛生・

福利厚生等 

就業規則

の有無 
人件費総額 

 

 
           

 

 
           

 

 
           

            

 

 
           

例１ 館長（管理責任者） 正社員 １人 40 時間 
２日 

1 時間 

月額 

20 万円 
通勤手当、賞与 

健康保険、厚生

年金、労働保険 

健康診断 

作業環境の整備 
有 360 万円 

例 2 グループリーダー 正社員 １人 40 時間 
２日 

1 時間 

月額 

18 万円 

時間外手当 

通勤手当 

健康保険、厚生

年金、労働保険 

健康診断 

安全講習 
有 280 万円 

例 3 経理・庶務 パート ４人 35 時間 
２日 

45 分 

時給 

1,000 円 
通勤手当 

健康保険、厚生

年金、労働保険 

健康診断 

作業環境の整備 
有 1,100 万円 

例 4 受付窓口 アルバイト ４人 30 時間 
２日 

15 分 

日額 

6,000 円 
通勤手当 

健康保険、厚生

年金、労働保険 

健康診断 

作業環境の整備 
有 870 万円 

 

※「人件費総額」の合計額は、収支予算書の人件費と同額となります。 



（様式８） 

 

指定管理者の申請に係る応募資格誓約書 

 

令和  年  月  日 

青森市長 西 秀記 様 

 

所在地 

 団体名 

代表者氏名             ㊞ 

 

 

 青森市浅虫温泉森林公園の指定管理者の申請に当たり、下記の応募資格をすべて満

たしていることを誓約します。 

 

記 

 

(1) 指定期間中、青森市浅虫温泉森林公園を安定して管理運営できる団体であること(法人格の有無は問わな

い。)  

  複数の者で施設の管理運営を行う場合は共同企業体とし、当該共同企業体の構成員のいずれかは市内に本店

を有する者であること。 

(2) 青森市内に事務所等の活動拠点を有すること 

(3) 本市の市税、法人税、消費税及び地方消費税が未納でないこと 

(4) 施設を管理するに当たって必要な資格や免許等を有していること 

(5) 地方自治法施行令（昭和 22 年政令第 16 号）第 167 条の 4（一般競争入札の参加者の資格）の規定に該当し

ないこと 

(6) 本市から指名停止措置を受けていないこと 

(7) 地方自治法第 244 条の 2 第 11 項の規定による指定の取消しを受けたことがないこと（本市の取消しに限定し

ない） 

(8) 地方自治法第 92 条の 2（議員の兼業禁止）及び第 142 条（長の兼業禁止）又は第 180 条の 5 第 6 項（委員の

兼業禁止）の規定中、「請負」を「請負（指定管理者に係る業務を含む）」とみなした場合に、その規定に抵触

しないこと 

(9)  会社更生法（平成 14 年法律第 154 号）、民事再生法（平成 11 年法律第 225 号）等の規定に基づき更生又は再

生手続をしていないものであること 

(10) 暴力団（暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成 3年法律第 77 号）第 2条第 2号に規定する

暴力団をいう。）又はその構成員（暴力団の構成団体の構成員を含む。）若しくは暴力団の構成員でなくなった

日から 5 年を経過しない者の統制の下にない団体であること 

 



（様式９） 

 

指定管理者の申請に係る応募資格誓約書 

 

令和  年  月  日 

青森市長 西 秀記 様 

 

所在地 

団体名 

代表者氏名             ㊞ 

（構成員）所在地 

団体名 

代表者氏名             ㊞ 

（構成員）所在地 

団体名 

代表者氏名             ㊞ 

 

 

 青森市浅虫温泉森林公園の指定管理者の申請に当たり、下記の応募資格をすべて満たしている

ことを誓約します。 

 

記 

 

(1) 指定期間中、青森市浅虫温泉森林公園を安定して管理運営できる団体であること(法人格の有無は問わない。)  

  複数の者で施設の管理運営を行う場合は共同企業体とし、当該共同企業体の構成員のいずれかは市内に本店を有する者であ

ること。 

(2) 青森市内に事務所等の活動拠点を有すること 

(3) 本市の市税、法人税、消費税及び地方消費税が未納でないこと 

(4) 施設を管理するに当たって必要な資格や免許等を有していること 

(5) 地方自治法施行令（昭和 22 年政令第 16 号）第 167 条の 4（一般競争入札の参加者の資格）の規定に該当しないこと 

(6) 本市から指名停止措置を受けていないこと 

(7) 地方自治法第 244 条の 2 第 11 項の規定による指定の取消しを受けたことがないこと（本市の取消しに限定しない） 

(8) 地方自治法第 92 条の 2（議員の兼業禁止）及び第 142 条（長の兼業禁止）又は第 180 条の 5 第 6 項（委員の兼業禁止）の規

定中、「請負」を「請負（指定管理者に係る業務を含む）」とみなした場合に、その規定に抵触しないこと 

(9)  会社更生法（平成 14 年法律第 154 号）、民事再生法（平成 11 年法律第 225 号）等の規定に基づき更生又は再生手続をしてい

ないものであること 

(10) 暴力団（暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成 3年法律第 77 号）第 2条第 2号に規定する暴力団をい

う。）又はその構成員（暴力団の構成団体の構成員を含む。）若しくは暴力団の構成員でなくなった日から 5年を経過しない者

の統制の下にない団体であること 

 



別紙１ 

青森市浅虫温泉森林公園選定基準 

 

項目 選定基準 配点 
最低 

基準点 

１ 管理運営全般について（３０点） 

ａ．管理運営方針 
・管理運営方針が施設の設置目的に合致しているか 

・市の求めに柔軟に対応できるか 
１０点 ６点 

ｂ．同種の施設管理業務の実績 ・同種の施設管理業務の実績があるか ５点 ３点 

ｃ．地域や関係団体との連携 
・交流、協力に対し積極的か 

・具体性があるか 
５点 ３点 

ｄ．財務の健全性 ・団体の財務状況は良好か １０点 ５点 

２ 管理について（５０点） 

ａ．地元雇用への配慮 ・市内在住者の雇用について配慮があるか ５点 ３点 

ｂ．職員等の配置計画 
・職員の適正配置がなされているか 

・○○施設管理の経験者はいるか 
5 点 ３点 

ｃ．職員の雇用・労働条件について ・職員の雇用・労働条件の向上に努めているか ５点 ３点 

ｄ．職員等の研修計画 
・職員の育成に方向性があるか 

・職員研修の内容及び回数は適切か 
5 点 ３点 

ｅ．施設管理計画 ・管理保守点検業務が適切に行われているか １０点 ６点 

ｆ．防犯、防災、緊急時の対応に関

する取組 

・的確な対応であるか 

・事故防止に向けて取り組んでいるか 
５点 ３点 

ｇ．個人情報保護の取扱いに関する

取組 

・職員への個人情報保護の周知方法が適切か 

・具体的な保護策を講じ、内容が適切か 
５点 ３点 

ｈ．環境保全、負荷低減への取組 
・職員への環境保全の周知方法が適切か 

・具体的な取組案があり、内容が適切か 
５点 ３点 

ｉ．福祉に関する取組 
・障がい者等への対応は適切か 

・障がい者の雇用に取り組んでいるか 
５点 ３点 

３ 運営について（４０点） 

ａ．市民の平等な利用を確保するた

めの方針 
・平等な利用確保の方針は明確か ５点 ３点 

ｂ．利用者等の要望等の把握と反映

方法 

・要望を運営に反映する工夫がされているか 

・現実的な手法であるか 
５点 ３点 

ｃ．サービス向上の対策 

・利用者に対するサービス向上が見込まれるか 

・苦情処理の体制は明確か 

・定期的な自己評価を行うか 

１０点 ６点 

ｄ．来館者を増加させるためのＰＲ

及びイベントの実施計画又は自

主事業 

・利用促進策は具体的であり、実現可能か（d-1:10 点） 

・自主事業の内容が具体的で、効果が見込めるか（d-2:10

点） 

２０点 １２点 

４ 応募団体について（５点） 

ａ．本店の所在地 
・市内に本店を有する者であるか 

（共同企業体の場合は構成員に市内に本店を有する者が含まれているか） 
５点 － 

５ 効率性について（３０点） 

収支計画 
・提案内容に対する経費の額が妥当であるか 

・経費の縮減等に係る方策について工夫されているか 
３０点 － 

計  １５５点 ７１点 

 



別紙１ 

○個別項目採点基準（「１-ｄ 財務の健全性」、「４ 応募団体について」、「５ 効率性について」を除く） 

 

   

■「財務の健全性」の採点基準（標準例＝配点１０点の場合） 

 ①当期利益（5 点満点）（標準例） 

区分 3 年ともマイナス 
２年間マイナス 

（1 年間プラス） 

1 年間マイナス 

（2 年間プラス） 
3 年ともプラス 

点数 0 １ 3 5 

 ②利益剰余金（5 点満点）（標準例） 

区分 3 年ともマイナス 
２年間マイナス 

（1 年間プラス） 

1 年間マイナス 

（2 年間プラス） 
3 年ともプラス 

点数 0 １ 3 5 

※ 指定期間中における指定管理団体の経営状況悪化等を理由とした辞退を未然に防ぎ、安定的に管理運営を行う

ことができる候補者を選定する観点から、直近の３事業年度に一度でも債務超過（貸借対照表において純資産の

部の合計額がマイナス）の状態がある団体については応募資格がないものとします。 

当期利益・利益剰余金のマイナス額が著しく大きい場合は、表の標準例によらず低い点をつける場合がありま

す。 

また、直近の事業年度において利益剰余金がマイナスの場合は、審査の結果失格とする場合があります。 

 

■「５ 効率性について」の採点基準 

  効率性についての点数＝｛①基本点＋経費縮減の配点（②経費縮減率×③１％あたりの配点）｝ 

×④管理運営全体（効率性の項目を除いた全項目）の獲得点の割合 

※得点に小数点以下の端数が生じた場合は小数点第３位を四捨五入する 

 

①基本点＝配点／２ 

②経費縮減率＝（１－指定管理料提案額／指定管理料基準額）×１００ 

③１％あたりの配点＝（①基本点：配点／２）／２０ 

④管理運営全体の獲得点の割合＝管理運営全体の獲得点／（管理運営全体の配点／２） 

※指定管理料提案額は、原則指定期間全体に係る提案額の平均をもって採点する 

※経費縮減率の最大値は２０％とする 

 

＜参考＞基本点＋経費縮減の配点について｛①＋（②×③）｝ 

経費縮減率（％） ２０ １５ １０ 5 0 

基本点+経費縮減の配点

｛①＋（②×③）｝  
３０ ２６．２５ ２２．５ １８．７５ １５ 

※１％縮減で、基本点に０.７５点加算され、最大３０点となります。 

 

※指定管理料基準額は上限額となることから、各年度の提案額の平均が指定管理料基準額内に収まるように提案額

を設定してください。各年度の提案額の平均が指定管理料基準額を上回る場合は失格となります。 

配点

やや不十分 不十分 全く不十分

5 4 3 2 1 0

10点

5点

大変よい よい 普通
（標準的）

大変よい よい 普通
（標準的）

やや不十分 不十分 全く不十分

10 8 6 4 2 0



別紙１ 

 

■最低基準点について 

最低基準点の設定について、業務の質を一定以上に維持する観点から、 

・選定基準項目のうち「４ 応募団体について」と「５ 効率性について」を除き、 

・選定基準項目のうち「１-ｄ．財務の健全性」の配点の 50％に当たる点数と、 

・それ以外の選定基準項目をすべて「普通」とした点数 

の合計７１点を最低基準点とし、応募者の合計得点がこれに満たない場合は失格となります。 

 

【参考】内訳 

１ 管理運営全般について 

１－a ～ c 「普通」とした点数 １２点 

１－d 財務の健全性 配点の 50％に当たる点数 ５点 

２ 管理について すべての選定基準項目を「普通」とした点数 ３０点 

３ 運営について すべての選定基準項目を「普通」とした点数 ２４点 

４ 応募団体について 除外 0 点 

５ 効率性について 除外 0 点 

 合計７１点 

1年目 2年目 3年目 4年目 5年目

指定管理料
基準額 各年度の指定管理料提案額が

指定管理料基準額を上回ってい

ても、提案額５か年の平均が指

定管理料基準額以下であれば、

申請いただけます。

（失格となりません。）



（別紙２） 
 

市と指定管理者の責任分担表 

 

項   目 市 指定管理者 

賃金水準・ 

物価変動 

賃金水準・物価の変動に伴う経費の増加 

（ただし、急激な変動があった場合は協議） 
 ○ 

法令の変更 
施設の管理・運営に影響を及ぼす関係法令等の変更に関す

るもの 
協 議 

事業の中止・

変更・延期 

市の政策変更により、管理運営業務の継続に支障が生じた

場合、又は管理運営業務の変更を余儀なくされた場合の経

費の増加 

○  

緊急に、大規模修繕等が必要となり、施設の開館が不可能

となった場合における指定管理料及び利用料金制導入施設

における利用料金の取扱い 

協 議 

指定管理者の事業放棄・経営破たんによるもの  ○ 

第三者への 

賠償 

施設・設備の設計・構造上の瑕疵など、市の責めに帰すべ

き事由により第三者に与えた損害 
○  

指定管理者としての義務を怠るなど、指定管理者の責めに

帰すべき事由により第三者に与えた損害 
 ○ 

管理運営業務の一部を委託された者の責めに帰すべき事由

により第三者に与えた損害 
 ○ 

不可抗力 

不可抗力（暴風、豪雨、洪水、地震、火災、騒乱、感染症

など市又は指定管理者のいずれの責めにも帰すことができ

ない自然的又は人為的な現象）に伴う費用負担、事業の変

更・中止 

協 議 

施設・設備・

備品の損傷 

指定管理者としての義務を怠ったことによる損傷  ○ 

上記以外の経年劣化、第三者の行為で相手方が特定できな

い市の施設、設備、備品の損傷 

協議 
（右記金額を超え

る維持修繕がある

場合） 

○ 
原則1件当たり 

100千円以下 

（255千円／年の 

範囲内） 

需要変動 利用者数が見込みを下回ることによる収益の減少  ○ 

終了手続 

指定期間終了時の施設の水準の保持  ○ 

事業の終了時における手続に関する諸費用  ○ 

準備行為 
管理業務の遂行に必要な人員の確保及び訓練、研修等の実

施その他の準備行為 
 ○ 

※上記に規定する事項以外は、市と指定管理者の協議の上で対応する。 
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No. 品名 規格 取得年月日 備品コード番号

1 ベンチ S2036 180×30×40 コートベンチ H1.9.22 50057

2 ベンチ S2036 180×30×40 コートベンチ H1.9.22 50058

3 ベンチ S2036 180×30×40 コートベンチ H1.9.22 50059

4 ベンチ S2036 180×30×40 コートベンチ H1.9.22 50060

5 ベンチ S2036 180×30×40 コートベンチ H1.9.22 50061

6 ベンチ S2036 180×30×40 コートベンチ H1.9.22 50062

7 球技用ネット テニス用　エバニューN0.2085 H1.5.13 50172

8 球技用ネット テニス用　エバニューN0.2085 H1.5.13 50173

9 球技用ネット テニス用　エバニューN0.2085 H1.5.13 50174

10 球技用審判台 テニス用　エバニューST150 H1.5.13 50175

11 球技用審判台 テニス用　エバニューST150 H1.5.13 50176

12 球技用審判台 テニス用　エバニューST150 H1.5.13 50177

13 移動式ネット TF型　H=3.0 W=14.0 S63.7.21 50179

14 電話機 H1.3.28 50241

15

16

17

18

19

20

21

22

23

24

25

青森市浅虫温泉森林公園備品一覧表
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(別紙) 

 

青森市浅虫温泉森林公園指定管理業務仕様書 

 

 

１ 目 的  

  この仕様書は、青森市浅虫温泉森林公園の指定管理者が行う管理の基準及び業務の範囲等について定

めることを目的とする。 

 

 

２ 森林公園の管理に関する基本的な考え方  

  指定管理者は、森林公園を管理するに当たり、次に掲げる事項に留意すること。 

(1) 関係する法令、条例等の規定を遵守し、森林公園利用者が平等に利用できること。 

(2) 森林公園が、森林を余暇活動の場として提供することにより、自然保護意識の向上及び緑化意識

の高揚を図り、市民の健康増進に資するとの設置目的に基づき、適正に管理すること。 

(3) 地域住民や利用者等の意見、要望を考慮し、適切に運営すること。 

(4) 効率的な管理・運営を行い、経費の削減に努めること。 

(5) 「青森市環境方針」に則り、環境の向上及び環境負荷の低減に努めること。 

(6) 森林公園の管理に係る個人情報の保護を徹底すること。 

 

 

３ 森林公園の概要  

 

  施  設  名  青森市浅虫温泉森林公園 

  所  在  地  青森市大字浅虫字馬場山1-7 

公 園  面 積  １４９ｈａ 

施 設の概 要       

総合案内所１棟、林間歩道6,958ｍ、管理道3,550ｍ、テニスコート（クレー

コート）３面、運動広場（夜間照明完備）5,019㎡、梅・栗見本園3,000㎡、

むつ湾展望所、あずまや４棟、ベンチ40基 

 

 

４ 森林公園の開園期間及び使用時間  

  (1) 開園期間  ４月２９日～１０月３１日  

※管理期間：４月１日～３月３１日（通年） 

  (2) 使用時間  ９：００～２１：００ 

  (3) 使用時間の変更 

     使用時間は、利用者の利便性を考慮して変更することができる。なお、変更の際は市と指定管

理者が協議の上、決定する。 
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５ 使用料の収納事務について  

 

別表 

使 用 の 区 分 単  位 使  用  料 

行商 一人  日額１１３円 

露天商 一平方メートル  日額  ４１円 

競技会、集会、展示会その他これらに類

する催しのために森林公園の一部を独

占して利用すること。 

一平方メートル 日額    ９円 

テニスコート 一面 一時間につき２５０円 

夜間照明設備 テニスコート用 一面 一時間につき５００円 

運動広場用  一時間につき１，０１０円 

※一平方メートルに満たないときは一平方メートルとみなし、一日に満たないときは、一日

とみなす。 

 

(1) 使用料は、市の収入となる。 

(2) 使用料の収納事務については、別途委託契約を締結する。 

(3) 使用料の減免の決定は「青森市森林公園条例」及び「青森市森林公園条例施行規則」並びに「青 

森市公の施設使用料に係る減免基準を定める規定」に基づき、市長が決定する。 

(4) 使用料は前納とする。 

(5) テニスコート使用料、夜間照明使用料及び運動広場ナイター照明使用料は、浅虫温泉森林公園個

人使用券によって収納すること。 

(6) 利用者から使用料を収納したときは、領収証を交付すること。 

(7) 使用料の収納及び保管については、細心の注意を払うこと。 

(8) 収納した使用料は、速やかに市の指定金融機関へ払い込むこと。 

    (9) 指定管理者は、収入金の種別を明らかにした計算書を毎日整理するとともに、使用料の収納及び

保管状況について毎月検査をすること。また、収納等の不正防止に努めること。収納及び保管並び

に検査の結果は月ごとに集計を行った実績報告書にまとめ、月次報告書に添付し、市に提出するこ

と。 

 

 

６ 指定の期間  

  令和８年４月１日から令和１３年３月３１日まで（５年間） 

 

 

７ 法令等の遵守  

  森林公園の管理に当たっては、この仕様書のほか、次に掲げる法令等に基づき管理しなければならな

い。 

(1) 青森市公の施設に係る指定管理者の指定手続等に関する条例（平成17年条例第30号） 

  (2) 青森市公の施設に係る指定管理者の指定手続等に関する条例施行規則（平成17年規則第23号） 

  (3) 青森市情報公開条例（平成17年条例第26号） 

  (4) 青森市暴力団排除条例（平成23年条例第33号） 

  (5) 青森市中小企業振興基本条例（平成24年条例第63号） 
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   (6) 青森市森林公園条例（平成17年条例第180号） 

   (7) 青森市森林公園条例施行規則（平成17年規則第141号） 

   (8) 地方自治法（昭和22年法律第67号） 

   (9) 労働基準法（昭和22年法律第49号）、労働安全衛生法（昭和47年法律第57号）、ほか労働法令 

  (10) 個人情報の保護に関する法律（平成15年法律第57号） 

  (11) 青森市指定管理者制度導入基本方針 

  (12) その他指定管理業務を行うにあたり遵守すべき法令 

 

 

８ 業務の内容  

指定管理者の業務の詳細は以下のとおりとする。 

 

（１）森林公園の維持管理に関すること 

① 施設の管理運営に必要な業務員等を配置し、公園内の定期的な見回り及び点検を行い、常に安

全で良好な状態を維持保全するものとする。 

② 施設の不具合、損壊等があった場合は、応急の安全対策を行うとともに、速やかに市へ連絡す

るものとする。また、その利用が危険であると認められるときは、施設の一部又は全部の利用を

制限するものとする。 

③ 閉園時は、管理棟の施錠を確認し、不審者の立ち入り等を未然に防止し、秩序保持に努めるも

のとする。 

④ 駐車場は、利用者が安全に利用できるよう適正に保持するものとする。 

⑤ 山火事、事故等災害が発生した場合は、速やかに消防、警察等の関係機関へ連絡するほか農地

林務課へ連絡し、合わせて必要な措置を講ずること。 

⑥ 青森市浅虫温泉森林公園の管理に必要な鍵の使用や保管等については、指定期間中は指定管理

者の業務とする。鍵の管理については、帳簿等により適正に管理し、鍵所持者の責任を明らかに

し、紛失することがないようにすること。 

⑦ 鍵の紛失、破損等があった場合は、直ちに市に報告すること。 

⑧ 鍵の複製はこれを固く禁止する。ただし、市が認めたものを除く。 

⑨ 鍵の引き継ぎは、指定期間の開始及び終了時に書面にて行うものとする。 

 

（２）管理事務所及び園内管理 

① 管理事務所管理 

・管理事務所内の備品の点検及び内外の清掃（ガラス窓については適宜）、ゴミ処理を行うこと。 

・管理責任者を配置すること。 

・指定管理者は、管理運営に係る業務を適正かつ円滑に実施するため、適切な人員を継続的に配置

すること。管理事務所には開園時間中、職員を常駐させること。（人員配置の例：別添１青森市

浅虫温泉森林公園施設管理日程表） 

② 園内施設管理 

・園内道路、林間遊歩道、運動広場 1箇所、野外ステージ 1式、テニスコート 3面、テニスコート

附属 1式、夜間照明設備 12 基、街灯 6基、防火施設、駐車場、便所及びその周囲の点検、清掃、

ゴミ処理等を行い、適正に施設管理を行うこと。 

・園内の山火事警防及び盗難防止に努めること。 
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・園内の不法投棄について監視すること。 

・テニスコート及び運動広場の供用時間は、市が休止と定める日を除いて毎日午前９時から午後

９時までとする。 

・テニスコート及び運動広場の供用期間内は、１名の業務員を配置し、業務の円滑な執行に努める。 

・夜間照明設備の使用終了時間は午後９時までとする。 

③ 林間遊歩道沿い左右両側の雑木等の刈払い及び枝打ちを行うこと。 

④ 林間遊歩道に隣接する広場の雑木等の刈払い及び枝打ちを行うこと。 

⑤ 林間遊歩道にある橋の安全管理を行うこと。 

⑥ 側溝の浚渫を行うこと。 

⑦ 水道設備の点検を行うこと。 

⑧ その他施設内管理 

・電話料金の支払いを行うこと。 

・電気料金等の支払いを行うこと。 

・清掃用具、トイレ用品、防虫剤、その他消耗部材、機器の不具合を点検し、必要に応じ交換を行

うこと。 

 

（３）業務報告 

① 管理状況を明らかにするため、業務を行った日の状況を別添２「管理日誌（青森市浅虫温泉森林公

園）」に記載し、該当月分を翌月５日までに提出すること。 

② 別添３「業務月報報告書（  月分）」を翌月５日まで提出すること。 

③ 指定管理者は、他の法令等に特段の定めがない限り、管理日誌及び業務月報報告書を５年間保存す

ること。 

 

（４）前項に掲げるもののほか、にぎわいのある森林公園を形成するための各種事業活動（自主事業）の

実施、その他森林公園の利用に関すること。 

① 指定管理者は、利用者の増加を図るため、積極的な広報活動を実施するものとする。 

② 観光等関連事業者と積極的な連携を図り、観光レクリエーション産業の健全な育成と発展及び

余暇活動の充実、並びに地域振興を図るために必要な活動を積極的に実施することとする。 

 

●自主事業については、下記のとおりとする。 

指定管理者においては、施設の設置目的を効果的に達成するため、施設を活用し自主事業を実施

することができる。なお、事業実施に当たっては、事前に市の承認が必要となる。 

① 自主事業とは、指定管理者が施設内においてイベントや物品販売などを行い、条例で定める使

用料以外の料金を入園者から徴収するなどして収入を得る事業をいう。 

② 自主事業実施により収入を得た場合は、その収入は指定管理者に帰属する。なお、自主事業に

要する経費は指定管理料に含まれない。自主事業において損失が発生した場合は指定管理者の

負担となるが、収益が発生した場合、公共施設を活用して得る収益という観点から、その使途に

ついては、本管理運営業務を充実させるために活用するよう努めるものとする。 

③ 自主事業の可否は、施設の設置目的に照らして判断することとなるが、設置目的を踏まえて相

応しくないと判断される事業は、実施を承認しない場合がある。 

④ 自主事業が本来の業務に支障を与えていると判断されるときは、自主事業の改善又は中止等

を命ずる場合がある。 
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（５）その他施設の設置目的を達成するために必要な業務 

① 指定管理者は施設の管理・運営に必要な業務員等の配置を適切に行うこと。 

② 施設の配置、利用方法、業務内容を利用者に明確に告知し、広報を図ることとする。 

③ 利用者の増加を図るため、積極的な宣伝活動を実施するものとする。 

 

（６）使用許可を行うこと 

① 青森市森林公園条例及び同施行規則に基づき、使用許可申請書の受付及び使用許可を行うこと。 

② 使用の取りやめに対する申請の受付並びに許可を行うこと。 

③ 使用者の数の把握、入園の管理を行うこと。 

 

（７）使用許可に条件を付すること 

① 使用許可を与える場合において、管理上必要な条件を付することができる。 

② 使用者の監督を行い、適正な使用がなされているか確認すること。 

③ 使用終了時の検査を行うものとする。 

④ 損傷等届の受理及び状況確認を行い、損傷があったときは市に報告を行うものとする。 

 

（８）業務員の留意事項 

① 管理事務所内へみだりに他人を入室させない。また、職務に関係のない物品を持ち込むなど一切の

私事は避ける。 

② 業務を終了したときは、管理事務所内の火の始末、消灯、戸締りの確認を行う。 

③ 業務連絡のため、管理事務所内の公衆電話を使用する場合は、電話通話簿に記入の上、使用する。 

④ 勤務中は、常に身のまわりを清潔に保ちながら威儀を正し、利用者には親切丁寧に応対する。 

⑤ 利用者を適切に案内し、紛争の防止と利用効率を高めるように努める。 

⑥ 夜間照明設備の使用開始時間は、利用者の判断を尊重するようにし、強制しない。 

 

（９）その他 

① 指定管理者は、緊急時、防犯、防災対策についてのマニュアルを作成し、定期的な訓練を行うこと。

また、日常的に情報を収集し、未然の防止を図るよう業務員等に指導すること。 

② 管理に当たり、個人情報保護体制を整備し、業務員等に周知、徹底を図ることとする。 

③ 収受文書や支払いに関して、適切な処理と整理保存に努めることとする。 

④ 市の準備する備品以外で施設の管理運営上必要な備品は、指定管理者が準備するものとする。 

⑤ 指定期間終了後に当たって管理者の交代があるときは、事務の引継ぎを行うこと。 

  ⑥ 開園にむけて倒木処理等を行うこと。 

  ⑦ 閉園にむけて運動広場のネットの撤収等を行うこと。 

 

 

９ 事業計画書及び収支予算書の作成  

指定管理者は、指定後の管理の業務に当たり、市と協議の上、具体的な事業計画書及び詳細にわたる

収支予算書を作成し、市が指定する期日までに提出すること。 
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10 事業報告書の作成  

毎年度終了後、事業報告書を作成し、管理業務の実施状況及び利用状況、管理に係る経費の収支状況 

等を市が指定する期日までに報告するものとする。 

 

 

11  業務実施に当たっての注意事項  

(1) 森林公園が、公の施設であることを常に念頭において公平な運営を行うこととし、特定の団体

等に有利あるいは不利になる運営をしないこと。 

(2) 指定管理者が、市の条例等とは別に施設の管理運営に係る各種規定、要綱等を作成する場合に

は、市と協議すること。 

(3) 指定管理者は、指定期間の始期から円滑に管理業務を実施できるよう、市又は前指定管理者と

業務の引継ぎを行うこと。 

(4) 指定管理者は、指定管理が満了するとき、又は指定が取り消されたときは、市又は新たな指定

管理者との円滑な業務の引継ぎに協力するとともに、管理に必要なデータ等を引き渡すこと。 

(5) 市は、指定管理者から提出された事業報告書や収支決算書等について、確認、検証し、評価を

実施する。また、収支決算書については、指定管理者が指定申請時に「共同企業体構成員表」を提

出している場合は、共同企業体を構成する団体の収支配分状況も併せて確認、検証し評価を実施

する。 

(6) 市は、当該施設へ年2回モニタリング調査（施設運営状況の聴取や実態調査）を行う。 

(7) 事業報告書等に基づき市が行う確認又は年２回市が行うモニタリングの際に、施設の安定した

管理運営が図られるよう、指定管理者である団体の財務状況について確認を行う。確認に当たっ

ては、指定管理者から提出された貸借対照表及び損益計算書を基に確認する。 

(8) 青森市指定管理者選定評価委員会によるモニタリング調査を行う場合があり、その結果、改善

すべき内容が認められた場合においては、指定管理者に対し是正・改善の助言等を行う。助言等

を受けた指定管理者は速やかに改善措置を講じ、市へ報告すること。 

(9) 事業報告書等による評価結果及びモニタリングの評価結果については、当該施設内に掲示する

とともに、市ホームページへ掲載し、広く市民へ周知する。 

(10)  自動販売機の設置については、原則、行政財産の貸付け（一般競争入札による）により、市が

設置する。 

(11) 指定管理者は、「青森市環境方針」に基づく環境配慮事項の遵守として、施設及び設備管理に

関する各種エネルギー使用量を記録し、報告すること。 

(12) 指定管理者は、緊急時、防犯、防災対策についてのマニュアルを作成し、定期的な訓練を行う

とともに、日常的に情報を収集し、未然の防止を図るよう業務員等に指導すること。 

 

 

12 指定の取消し  

(1) 市が指定管理者に対して報告を求め、実地に調査し、又は必要な指示をした場合、この指示に

従わないときや管理を継続することが適当でないと認めるときは、その指定を取り消し、又は期

間を定めて管理の業務の全部又は一部の停止を命ずることができる。 

(2) (1)の理由により損害が生じた場合、市は指定管理者に対しその損害の賠償を命ずることができ

る。 
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13 協  議  

  指定管理者は、この仕様書に規定するもののほか、指定管理者の業務の内容及び処理について疑義が

生じた場合は、市と協議し、決定するものとする。 

 



月

日 曜日 管理人 作業員 曜日 管理人 作業員 曜日 管理人 作業員 曜日 管理人 作業員 曜日 管理人 作業員 曜日 管理人 作業員 曜日 管理人 作業員

1 金 1 3 月 1 2 水 1 土 1 火 1 木 1

2 土 1 火 1 木 1 日 1 水 1 2 金 1 3

3 日 1 水 1 2 金 1 3 月 1 2 木 1 土 1

4 月 1 2 木 1 土 1 火 1 金 1 3 日 1

5 火 1 金 1 3 日 1 水 1 2 土 1 月 1 2

6 水 1 2 土 1 月 1 2 木 1 日 1 火 1

7 木 1 日 1 火 1 金 1 3 月 1 2 水 1 2

8 金 1 3 月 1 2 水 1 2 土 1 火 1 木 1

9 土 1 火 1 木 1 日 1 水 1 2 金 1 3

10 日 1 水 1 2 金 1 3 月 1 2 木 1 土 1

11 月 1 2 木 1 土 1 火 1 金 1 3 日 1

12 火 1 金 1 3 日 1 水 1 2 土 1 月 1 2

13 水 1 2 土 1 月 1 2 木 1 日 1 火 1

14 木 1 日 1 火 1 金 1 3 月 1 2 水 1 2

15 金 1 3 月 1 2 水 1 2 土 1 火 1 木 1

16 土 1 火 1 木 1 日 1 水 1 2 金 1 3

17 日 1 水 1 2 金 1 3 月 1 2 木 1 土 1

18 月 1 2 木 1 土 1 火 1 金 1 3 日 1

19 火 1 金 1 3 日 1 水 1 2 土 1 月 1 2

20 水 1 2 土 1 月 1 2 木 1 日 1 火 1

21 木 1 日 1 火 1 金 1 3 月 1 2 水 1 2

22 金 1 3 月 1 2 水 1 2 土 1 火 1 木 1

23 土 1 火 1 木 1 日 1 水 1 2 金 1 3

24 日 1 水 1 2 金 1 3 月 1 2 木 1 土 1

25 月 1 2 木 1 土 1 火 1 金 1 3 日 1

26 日 2 火 1 金 1 3 日 1 水 1 2 土 1 月 1 2

27 月 2 水 1 2 土 1 月 1 2 木 1 日 1 火 2

28 火 2 木 1 日 1 火 1 金 1 3 月 1 2 水 2 2

29 水 1 2 金 1 3 月 1 2 水 1 2 土 1 火 1 木 2

30 木 1 土 1 火 1 木 1 日 1 水 1 2 金 2 3

31 日 1 金 1 3 月 1 2 土 2

小計 8 2 31 31 30 30 31 31 31 30 30 30 36 31

管理人合計 197 作業員合計 185

別添１

令和８年度　青森市浅虫温泉森林公園施設管理日程表
開園期間：4月29日～10月31日（開園準備期間：4月26日～4月28日）（閉園作業期間：10月27日～10月31日）

4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月



天候 最高気温 ℃ 最低気温 ℃

印 印

印 印

その他利用者

合計

運動広場

　　管理日誌（青森市浅虫温泉森林公園）
別添2

特
記
事
項

業務実施者

夜間照明設備使用料 利用者数

業
務
内
容

テニスコート使用料

令和　　　年　　　月　　　日（　　曜日）

区分 使用時間

テニスコート施
設
の
利
用
状
況



別添３ 

業務月報報告書（  月分） 

 

１． 管理事務所管理及び園内施設管理業務状況 

 

 

 

２．林間遊歩道の雑木等の刈払い及び枝打ち業務状況 

 

 

 

３．維持修繕料使用状況 

 

 

 

４．団体利用状況 

№ 団  体  名 利用人数 利 用 内 容 

１  人  

２  人  

３  人  

４  人  

５  人  

６  人  

７  人  

８  人  

９  人  

10  人  

 

 

５．森林公園入込数                    

 ■運動広場利用者数                 人 

 ■テニスコート利用者数                人 

 ■その他利用者数                   人 

■総  合  計                   人 

 

 

６．特記事項 
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○青森市森林公園条例 

平成十七年四月一日 

条例第百八十号 

改正 平成一七年九月条例第二九五号 

平成一九年九月条例第四二号 

平成三一年三月条例第二号 

（趣旨） 

第一条 この条例は、地方自治法（昭和二十二年法律第六十七号）第二百四十四条の二第

一項の規定により、森林公園の設置及び管理について必要な事項を定めるものとする。 

（設置） 

第二条 自然観察、林業体験学習、レクリエーション等の余暇活動の場を提供することに

より、市民の自然保護意識及び緑化意識の高揚を図り、併せて林業者の定住化の促進及

び市民の健康の増進に資するため、森林公園を設置する。 

（名称及び位置） 

第三条 森林公園の名称及び位置は、次のとおりとする。 

名称 位置 

月見野森林公園 青森市大字駒込字深沢一番一〇六 

浅虫温泉森林公園 青森市大字浅虫字馬場山一番七 

合子沢記念公園 青森市大字合子沢字山崎二二六番二 

（テニスコート等の使用時間） 

第四条 浅虫温泉森林公園のテニスコート及び夜間照明設備の使用時間は、使用者の利便

性及び浅虫温泉森林公園の運営の効率性を考慮して、規則で定める。 

（平成一七条例二九五・追加） 

（使用の許可） 

第五条 森林公園において、次に掲げる行為をしようとするときは、市長の許可を受けな

ければならない。 

一 物品を販売し、又は頒布すること。 

二 競技会、集会、展示会その他これらに類する催しのために森林公園の一部を独占し

て利用すること。 

三 前二号に掲げるもののほか、森林公園の管理上支障を及ぼすおそれのある行為で規

則で定めるもの。 
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２ 浅虫温泉森林公園のテニスコート及び夜間照明設備を使用しようとする者は、あらか

じめ市長の許可を受けなければならない。 

３ 市長は、前二項の許可を与える場合において、管理上必要な条件を付すことができ

る。 

（平成一七条例二九五・旧第四条繰下） 

（行為の禁止） 

第六条 森林公園においては、何人も、みだりに次に掲げる行為をしてはならない。 

一 森林公園を損傷し、又は汚損すること。 

二 竹木を伐採し、又は植物を採取すること。 

三 土石、竹木等の物件を堆積すること。 

四 市長が指定した場所において炊事等をする場合を除き、火気を扱うこと。 

五 前各号に掲げるもののほか、公衆の森林公園の利用に著しい支障を及ぼすおそれの

ある行為で規則で定めるもの 

（平成一七条例二九五・旧第五条繰下・一部改正） 

（使用料） 

第七条 第五条第一項又は第二項の規定により森林公園の使用の許可を受けた者（以下

「使用者」という。）は、別表に定める使用料を前納しなければならない。ただし、市

長が特別の理由があると認めるときは、この限りではない。 

２ 前項の規定により納付した使用料は、還付しない。ただし、市長が特別の理由がある

と認めるときは、この限りではない。 

（平成一七条例二九五・旧第六条繰下・一部改正） 

（使用料の減免） 

第八条 市長は、専ら義務教育終了前の児童若しくは生徒又は心身障害で市長が認めるも

のを対象にその健全な育成を図る目的で使用する場合その他特に必要があると認める場

合は、前条第一項の使用料を減免することができる。 

（平成一七条例二九五・旧第七条繰下） 

（使用許可の取消し等） 

第九条 市長は、第五条第一項又は第二項の規定により森林公園の使用の許可を受けよう

とする者又は使用者（次項において「使用者等」という。）が当該使用につき、次の各

号のいずれかに該当する場合は、使用の許可を拒み、又は使用の許可を取り消し、若し

くは使用を制限することができる。 
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一 公の秩序又は風俗を害するおそれがあると認めるとき。 

二 他人に危害又は迷惑を及ぼし、又はそのおそれのあると認めるとき。 

三 この条例、この条例に基づく規則又は第五条第三項の許可の条件に違反したとき。 

四 詐欺その他不正の行為により使用の許可を受けたとき。 

五 集団的又は常習的に暴力的不法行為を行うおそれがある組織の利益になると認める

とき。 

六 その他管理運営上支障があると認めるとき。 

２ 前項の場合において使用者等に損害があっても、市長はその責めを負わない。 

（平成一七条例二九五・旧第八条繰下・一部改正、平成一九条例四二・一部改

正） 

（権利譲渡等の禁止） 

第十条 使用者は、その権利を他人に譲渡し、又は転貸してはならない。 

（平成一七条例二九五・旧第九条繰下） 

（指定管理者による管理） 

第十一条 森林公園の管理は、青森市公の施設に係る指定管理者の指定手続等に関する条

例（平成十七年青森市条例第三十号）に基づき市長が指定するもの（以下「指定管理

者」という。）に、これを行わせる。 

（平成一七条例二九五・追加） 

（指定管理者が行う管理の業務） 

第十二条 指定管理者は、次に掲げる管理の業務を行うものとする。 

一 使用許可を行うこと。 

二 使用許可に条件を付すること。 

三 森林公園の維持管理に関すること。 

四 その他市長が必要と認める業務 

（平成一七条例二九五・追加） 

（損害賠償） 

第十三条 市長は、森林公園施設に損害を与えた者に対して、それによって生じた損害を

賠償させることができる。 

（平成一七条例二九五・旧第十条繰下） 

（原状回復） 

第十四条 使用者は、森林公園の使用を終了したとき、又は使用を取り消されたとき、若
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しくは使用を停止されたときは、速やかにその使用に係る施設又は物品を原状に復さな

ければならない。 

２ 使用者が前項の義務を履行しないときは、指定管理者においてこれを代行し、その費

用を使用者から市長が徴収する。 

（平成一七条例二九五・旧第十一条繰下・一部改正） 

（委任） 

第十五条 この条例の施行に関し必要な事項は、規則で定める。 

（平成一七条例二九五・旧第十三条繰下） 

附 則 

（施行期日） 

１ この条例は、平成十七年四月一日から施行する。 

（経過措置） 

２ この条例の施行の日の前日までに、合併前の青森市森林公園条例（平成元年青森市条

例第五号）の規定によりなされた処分、手続その他の行為は、この条例の相当規定によ

りなされたものとみなす。 

附 則（平成一七年九月条例第二九五号） 

（施行期日） 

この条例は、平成十八年四月一日から施行する。 

附 則（平成一九年九月条例第四二号）抄 

（施行期日） 

この条例は、公布の日から施行する。 

附 則（平成三一年三月条例第二号）抄 

（施行期日） 

第一条 この条例は、平成三十一年十月一日から施行する。 

（経過措置） 

第二条 この条例（第二条、第五条、第十一条、第二十三条、第二十四条、第三十条、第

三十四条、第三十六条、第三十七条、第三十九条、第四十二条、第四十三条、第四十五

条、第四十六条、第四十八条、第五十条及び第五十二条を除く。）による改正後のそれ

ぞれの条例の規定は、この条例の施行の日（以下「施行日」という。）以後に許可を受

けた使用、利用その他の行為に係る使用料、利用料金その他の料金について適用し、施

行日前に許可を受けた使用、利用その他の行為に係る使用料、利用料金その他の料金に
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ついては、なお従前の例による。 

別表（第七条関係） 

（平成一七条例二九五・平成三一条例二・一部改正） 

使用の区分 単位 使用料 備考 

第五条

第一項

の場合 

行商 一人 日額 一一三円 一平方メートルに満たな

いときは一平方メートル

とみなし、一日に満たな

いときは一日とみなす。 

露天商 一平方メート

ル 

日額 四一円 

第五条第一項第二

号に掲げる行為 

一平方メート

ル 

日額 九円 

第五条

第二項

の場合 

テニスコート 一面 一時間につき 二五〇

円 

  

夜間照明設

備 

テニスコート

用 

一面 一時間につき 五〇〇

円 

運動広場用   一時間につき 一、〇

一〇円 
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○青森市森林公園条例施行規則 

平成十七年四月一日 

規則第百四十一号 

改正 平成一八年三月規則第四七号 

平成二〇年三月規則第四四号 

令和元年五月規則第一号 

（趣旨） 

第一条 この規則は、青森市森林公園条例（平成十七年青森市条例第百八十号。以下「条

例」という。）の施行について必要な事項を定めるものとする。 

（テニスコート等の使用時間） 

第二条 浅虫温泉森林公園のテニスコート使用時間は、午前九時から午後九時までとす

る。 

２ 浅虫温泉森林公園の夜間照明設備の使用終了時間は、午後九時とする。 

３ 前二項の規定にかかわらず、市長が特に必要と認めるときは、これを変更することが

できる。 

（条例第五条第一項第三号の規則で定める行為） 

第三条 条例第五条第一項第三号の規則で定める行為は、次に掲げるものとする。 

一 募金、署名運動その他これらに類する行為をすること。 

二 ロケーションをすること。 

（平成一八規則四七・一部改正） 

（使用の許可申請） 

第四条 条例第五条第一項及び第二項の規定による許可を受けようとするときは、使用日

の一月前から三日前までに青森市森林公園使用許可申請書（以下「申請書」という。）

を条例第十一条に規定する指定管理者（以下「指定管理者」という。）に提出しなけれ

ばならない。ただし、申請期間を経過した場合であっても、管理運営上支障がないと認

められるときは、この限りでない。 

２ 前項の規定にかかわらず、市長が特に必要があると認める場合には、同項に規定する

期間の始期の到来前であっても、申請を優先して受け付けることがある。 

３ 浅虫温泉森林公園のテニスコート及び夜間照明設備の個人使用については、第一項本

文の規定にかかわらず申請書の提出を要しない。 

（平成一八規則四七・平成二〇規則四四・一部改正） 
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（使用許可書等の交付及び提示義務） 

第五条 条例第五条第一項及び第二項の規定による許可は、青森市森林公園使用許可書

（以下「許可書」という。）の交付をもって行うものとする。ただし、浅虫温泉森林公

園のテニスコート及び夜間照明設備の個人使用については、浅虫温泉森林公園個人使用

券（以下「個人使用券」という。）の交付をもってこれに代える。 

２ 前項の規定により許可書又は個人使用券の交付を受けた者（以下「使用者」とい

う。）は、森林公園の使用に当たり当該許可書又は個人使用券を常時携帯し、森林公園

を管理する者から要求があったときは、これを提示しなければならない。 

（平成一八規則四七・一部改正） 

（使用許可事項の変更） 

第六条 使用者は、使用許可された事項を変更しようとするときは、青森市森林公園使用

許可変更申請書により、あらかじめ指定管理者の承認を得なければならない。 

（平成一八規則四七・一部改正） 

（使用取りやめの届出） 

第七条 使用者は、森林公園の使用を取りやめしようとするときは、青森市森林公園使用

取りやめ届により、あらかじめ指定管理者に届け出なければならない。 

（平成一八規則四七・一部改正） 

（条例第六条第五号の規則で定める行為） 

第八条 条例第六条第五号の規則で定める行為は、次に掲げるものとする。 

一 土石の採取その他の土地の形質を変更すること。 

二 鳥獣類等を捕獲し、又は殺傷すること。 

三 市長又は指定管理者が指定した立入禁止区域内に立ち入ること。 

四 市長又は指定管理者が指定した場所以外の場所に車両を乗り入れること。 

五 はり紙、はり札その他の広告物を表示すること。 

六 ごみその他の汚物を捨てる等不衛生な行為をすること。 

七 青森市市有林野管理規程（平成十七年青森市規程第二十二号）に基づく施業の妨げ

となる行為をすること。 

（平成一八規則四七・一部改正） 

（使用料の減免） 

第九条 条例第八条の規定により使用料の減免を受けようとする者は、青森市森林公園使

用料減免申請書（別記様式）により、市長の承認を得なければならない。 
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（平成一八規則四七・一部改正） 

（委任） 

第十条 この規則に定めるもののほか必要な事項は、別に定める。 

附 則 

（施行期日） 

１ この規則は、平成十七年四月一日から施行する。 

（経過措置） 

２ この規則の施行の日の前日までに、合併前の青森市森林公園条例施行規則（平成元年

青森市規則第三号）（以下「合併前の規則」という。）の規定によりなされた処分、手

続その他の行為は、この規則の相当規定によりなされたものとみなす。 

３ この規則の施行の際、現に存する合併前の規則に規定する様式による用紙は、当分の

間、これを取り繕い使用することができる。 

附 則（平成一八年三月規則第四七号） 

（施行期日） 

１ この規則は、平成十八年四月一日から施行する。 

（経過措置） 

２ この規則の施行の日の前日までに、この規則による改正前の青森市森林公園条例施行

規則の規定によりなされた手続その他の行為は、この規則の規定による改正後の青森市

森林公園条例施行規則の規定によりなされたものとみなす。 

附 則（平成二〇年三月規則第四四号） 

（施行期日） 

１ この規則は、平成二十年四月一日から施行する。 

（経過措置） 

２ この規則による改正後の青森市森林公園条例施行規則第四条の規定は、この規則の施

行の日以後になされた申請について適用し、同日前になされた申請については、なお従

前の例による。 

附 則（令和元年五月規則第一号） 

（施行期日） 

１ この規則は、令和元年五月一日から施行する。 

（経過措置） 

２ この規則の施行の際現に存するこの規則による改正前のそれぞれの規則に定める様式
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による用紙は、当分の間、これを取り繕って使用することができる。 
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別記様式（第９条関係） 

（平成１８規則４７・旧様式第６号・一部改正、令和元規則１・一部改正） 
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○青森市公の施設に係る指定管理者の指定手続等に関する条例 

平成十七年四月一日 

条例第三十号 

改正 平成二四年六月条例第五七号 

（趣旨） 

第一条 この条例は、地方自治法（昭和二十二年法律第六十七号）第二百四十四条の二第三

項の規定により、本市が設置する公の施設の管理を行わせる者（以下「指定管理者」とい

う。）の指定の手続等について必要な事項を定めるものとする。 

（指定管理者の指定を受けようとする団体の公募） 

第二条 市長は、指定管理者に公の施設の管理を行わせようとするときは、当該公の施設（以

下「当該施設」という。）に係る指定管理者の指定を受けようとする団体を公募しなけれ

ばならない。ただし、公募の手続をとる暇がないとき、当該施設の適正な運営を確保する

ため必要と認められるときその他市長が特に必要と認めるときは、この限りでない。 

２ 次条及び第十条の規定は、前項ただし書の場合について準用する。 

（平成二四条例五七・一部改正） 

（指定管理者の指定の申請） 

第三条 法人その他の団体であって、前条第一項の規定による公募に応じて指定管理者の指

定を受けようとするものは、事業計画書その他規則で定める書類を添えて、市長に申請し

なければならない。 

（指定管理者選定評価委員会） 

第四条 指定管理者による公の施設の管理に関する事項について調査審議するため、青森市

指定管理者選定評価委員会（以下「委員会」という。）を置く。 

（平成二四条例五七・追加） 

（委員会の所掌事務） 

第五条 委員会は、次に掲げる事項について所掌する。 

一 指定管理者に管理を行わせる公の施設を選定すること。 

二 指定管理者の指定の申請に至るまでの手続その他当該手続に必要な事項を審議する

こと。 

三 指定管理者の指定の申請に係る事業計画書等の内容を審査し、指定管理者の候補者を

選定すること。 

四 指定管理者による公の施設の管理に関し評価すること。 
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五 その他指定管理者による公の施設の管理に関し市長が必要と認める事項を調査審議

すること。 

（平成二四条例五七・追加） 

（委員会の組織等） 

第六条 委員会は、次に掲げる者のうちから市長が委嘱し、又は任命する委員をもって組織

する。 

一 学識経験者 

二 財務等について識見を有する者 

三 その他市長が必要と認める者 

２ 前項第一号及び第二号に掲げる者のうちから委嘱される委員（以下「第一号委員及び第

二号委員」という。）の員数は、それぞれ五人以内とする。 

（平成二四条例五七・追加） 

（委員の任期等） 

第七条 委員の任期は、次の各号に掲げる委員の区分に応じ、当該各号に定める期間とし、

再任を妨げない。ただし、委員が欠けた場合における補欠の委員の任期は、前任者の残任

期間とする。 

一 第一号委員及び第二号委員 委嘱の日から当該日の属する年度の翌々年度の三月三

十一日まで 

二 前条第一項第三号に掲げる者のうちから委嘱され、又は任命される委員 委嘱又は任

命の日から当該日の属する年度の三月三十一日まで 

２ 委員は、職務上知り得た秘密を漏らしてはならない。その職を退いた後も、同様とする。 

３ 市長は、委員が前項前段の規定に違反したことが判明したとき、又は職務の遂行に必要

な適格性を欠くと認めるときは、これを解嘱し、又は解任するものとする。 

（平成二四条例五七・追加） 

（委員長及び副委員長） 

第八条 委員会に委員長及び副委員長を置き、委員長にあっては市長の指名によってこれを

定め、副委員長にあっては委員長の指名によってこれを定める。 

２ 委員長は、会務を総理し、委員会を代表する。 

３ 副委員長は、委員長を補佐し、委員長に事故があるとき、又は委員長が欠けたときは、

その職務を代理する。 

（平成二四条例五七・追加） 
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（委員会の会議） 

第九条 委員会の会議は、委員長が招集し、委員長が会議の議長となる。 

２ 委員会の会議は、委員の半数以上が出席しなければ開くことができない。 

３ 委員会の議事は、出席委員の過半数で決し、可否同数のときは、議長の決するところに

よる。 

４ 委員長は、必要があると認めるときは、委員以外の者を会議に出席させ、説明又は意見

を求めることができる。 

（平成二四条例五七・追加） 

（指定管理者の指定） 

第十条 市長は、委員会が指定管理者の候補者を選定したときは、第三条の規定による申請

に係る事業計画書等に記載された事業計画の実施に要する費用、その実施による効果、第

三条の規定による申請に係る事業計画に沿った管理を行う物的能力、人的能力等を総合的

に判断して指定管理者の候補者を決定し、議会の議決を経て指定管理者を指定しなければ

ならない。 

（平成二四条例五七・旧第四条繰下・一部改正） 

（協定の締結） 

第十一条 指定管理者の指定を受けた団体は、規則で定めるところにより、市長と公の施設

の管理に関する協定を締結するものとする。 

（平成二四条例五七・旧第五条繰下） 

（事業報告書の作成及び提出） 

第十二条 指定管理者は、毎年度終了後（年度の途中において指定を取り消されたときは、

その日後）次の事項を記載した事業報告書を作成し、市長に提出しなければならない。 

一 管理業務の実施状況及び利用状況 

二 管理に係る経費の収支状況 

三 前二号に掲げるもののほか、市長が特に必要と認める事項 

（平成二四条例五七・旧第六条繰下） 

（原状回復） 

第十三条 指定管理者は、指定期間が満了したとき、又は指定を取り消され、若しくは期間

を定めて管理の業務の全部若しくは一部の停止を命ぜられたときは、速やかにその管理し

なくなった施設又は設備を原状に復さなければならない。ただし、市長の承認を得たとき

は、この限りでない。 
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（平成二四条例五七・旧第七条繰下） 

（損害賠償） 

第十四条 指定管理者は、故意又は過失により当該施設若しくは物品を損傷し、汚損し、又

は紛失したときは、その損害を賠償しなければならない。ただし、市長が特にやむを得な

いと認めるときは、この限りでない。 

（平成二四条例五七・旧第八条繰下） 

（秘密保持義務） 

第十五条 指定管理者又はその管理する公の施設の業務に従事している者（従事していた者

を含む。）は、青森市個人情報保護条例（平成十七年青森市条例第二十七号）第六条第二

項及び第七条の規定を遵守し、個人情報が適切に保護されるよう配慮しなければならない。 

（平成二四条例五七・旧第九条繰下） 

（教育委員会所管の施設への適用） 

第十六条 教育委員会が所管する公の施設に係るこの条例の適用については、第二条、第三

条、第五条、第十条から第十四条まで及び次条の規定中「市長」とあるのは、「教育委員

会」とする。 

（平成二四条例五七・旧第十条繰下・一部改正） 

（委任） 

第十七条 この条例に定めるもののほか、委員会の運営に関し必要な事項は、委員長が委員

会に諮って定め、その他この条例の施行に関し必要な事項は、市長が定める。 

（平成二四条例五七・旧第十一条繰下・一部改正） 

附 則 

（施行期日） 

この条例は、平成十七年四月一日から施行する。 

附 則（平成二四年六月条例第五七号） 

（施行期日） 

この条例は、公布の日から施行する。 
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○青森市公の施設に係る指定管理者の指定手続等に関する条例施行規則 

平成十七年四月一日 

規則第二十三号 

改正 平成二四年七月規則第三三号 

（趣旨） 

第一条 この規則は、青森市公の施設に係る指定管理者の指定手続等に関する条例（平成十

七年条例第三十号。以下「条例」という。）の施行について必要な事項を定めるものとす

る。 

（申請の手続） 

第二条 条例第三条に規定する指定管理者の指定を受けようとするものは、指定管理者指定

申請書（別記様式。以下「申請書」という。）を市長に提出しなければならない。 

２ 条例第三条に規定する規則で定める書類は、次に掲げる書類とする。 

一 定款、寄附行為、規約又はこれらに類する書類 

二 前号に掲げるもののほか、市長が特に必要と認める書類 

（協定の締結） 

第三条 条例第十一条の規定による協定で定める事項は、次のとおりとする。 

一 事業計画に関する事項 

二 事業報告及び業務報告に関する事項 

三 施設の管理経費に関する事項 

四 指定の取消し及び管理業務の停止に関する事項 

五 公の施設の管理に関し知り得た個人情報の保護に関する事項 

六 その他市長が必要と認める事項 

（平成二四規則三三・旧第四条繰上・一部改正） 

（委任） 

第四条 この規則に定めるもののほか必要な事項は、別に定める。 

（平成二四規則三三・旧第五条繰上） 

附 則 

（施行期日） 

この規則は、平成十七年四月一日から施行する。 

附 則（平成二四年七月規則第三三号） 

（施行期日） 
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この規則は、公布の日から施行する。 
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別記様式（第２条関係） 
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○青森市情報公開条例 

平成十七年四月一日 

条例第二十六号 

改正 平成一九年九月条例第四一号 

平成二一年三月条例第五号 

平成二一年一二月条例第三六号 

平成二五年三月条例第一七号 

平成二七年三月条例第一五号 

平成二八年三月条例第七号 

（目的） 

第一条 この条例は、行政文書の開示を請求する市民の権利を明らかにするとともに、情報

公開の総合的な推進に関し必要な事項を定めることにより、市民の市政参加を一層促進し、

もって公正な市政の確保と市政に対する市民の信頼の増進に寄与することを目的とする。 

（定義） 

第二条 この条例において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定めるところによ

る。 

一 実施機関 市長、教育委員会、選挙管理委員会、監査委員、農業委員会、固定資産評

価審査委員会、公営企業管理者及び議会並びに市が設立した地方独立行政法人（地方独

立行政法人法（平成十五年法律第百十八号）第二条第一項に規定する地方独立行政法人

をいう。以下同じ。）をいう。 

二 行政文書 実施機関の職員（市が設立した地方独立行政法人にあっては、役員を含む。

以下同じ。）が職務上作成し、又は取得した文書、図画、写真、フィルム及び電磁的記

録（電子的方式、磁気的方式その他人の知覚によっては認識することができない方式で

作られた記録をいう。以下同じ。）であって、当該実施機関の職員が組織的に用いるも

のとして、当該実施機関が保有しているものをいう。ただし、次に掲げるものを除く。 

イ 官報、公報、白書、新聞、雑誌、書籍その他不特定多数の者に販売することを目的

として発行されるもの 

ロ 図書館等において、歴史的若しくは文化的な資料又は学術研究用の資料として特別

の管理がされているもの 

（平成二一条例五・一部改正） 

（解釈及び運用） 
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第三条 実施機関は、この条例の解釈及び運用に当たっては、行政文書の開示を請求する市

民の権利を十分に尊重するものとする。この場合において、実施機関は、個人に関する情

報がみだりに公にされることのないよう最大限の配慮をしなければならない。 

（適正使用） 

第四条 この条例の定めるところにより行政文書の開示を受けたものは、これによって得た

情報をこの条例の目的に即して適正に使用しなければならない。 

（行政文書の開示請求） 

第五条 何人も、この条例の定めるところにより、実施機関に対し、当該実施機関の保有す

る行政文書の開示を請求することができる。 

（開示請求の手続） 

第六条 前条の規定による開示の請求（以下「開示請求」という。）は、次に掲げる事項を

記載した書面（以下「開示請求書」という。）を実施機関に提出して行わなければならな

い。 

一 開示請求をする者の氏名又は名称及び住所並びに法人その他の団体にあっては代表

者の氏名 

二 行政文書の名称その他の開示請求に係る行政文書を特定するために必要な事項 

三 前二号に掲げるもののほか、実施機関が定める事項 

２ 実施機関は、開示請求書に形式上の不備があると認めるときは、開示請求をした者（以

下「開示請求者」という。）に対し、相当の期間を定めて、その補正を求めることができ

る。この場合において、実施機関は、開示請求者に対し、補正の参考となる情報を提供す

るよう努めなければならない。 

（行政文書の開示義務） 

第七条 実施機関は、開示請求があったときは、開示請求に係る行政文書に次の各号に掲げ

る情報（以下「不開示情報」という。）のいずれかが記録されている場合を除き、開示請

求者に対し、当該行政文書を開示しなければならない。 

一 法令若しくは他の条例（以下「法令等」という。）の規定により、又は実施機関が法

律上従う義務を有する国の機関の指示により公にすることができない情報 

二 個人に関する情報（事業を営む個人の当該事業に関する情報を除く。）であって、当

該情報に含まれる氏名、生年月日その他の記述等により特定の個人を識別することがで

きるもの（他の情報と照合することにより、特定の個人を識別することができることと

なるものを含む。）又は特定の個人を識別することはできないが、公にすることにより、



3/10 

なお個人の権利利益を害するおそれがあるもの。ただし、次に掲げる情報を除く。 

イ 法令等の規定により又は慣行として公にされ、又は公にすることが予定されている

情報 

ロ 人の生命、健康、生活又は財産を保護するため、公にすることが必要であると認め

られる情報 

ハ 当該個人が公務員等（国家公務員法（昭和二十二年法律第百二十号）第二条第一項

に規定する国家公務員（独立行政法人通則法（平成十一年法律第百三号）第二条第四

項に規定する行政執行法人の役員及び職員を除く。）、独立行政法人等（独立行政法

人等の保有する情報の公開に関する法律（平成十三年法律第百四十号）第二条第一項

に規定する独立行政法人等をいう。以下同じ。）の役員及び職員並びに地方公務員法

（昭和二十五年法律第二百六十一号）第二条に規定する地方公務員並びに地方独立行

政法人の役員及び職員をいう。）である場合において、当該情報がその職務の遂行に

係る情報であるときは、当該情報のうち、当該公務員等の職、氏名及び当該職務遂行

の内容に係る部分 

三 法人その他の団体（市、国、独立行政法人等、他の地方公共団体及び地方独立行政法

人を除く。以下「法人等」という。）に関する情報又は事業を営む個人の当該事業に関

する情報であって、次に掲げるもの。ただし、人の生命、健康、生活又は財産を保護す

るため、公にすることが必要であると認められる情報を除く。 

イ 公にすることにより、当該法人等又は当該個人の権利、競争上の地位その他正当な

利益を害するおそれがあるもの 

ロ 実施機関の要請を受けて、公にしないとの条件で任意に提供されたものであって、

法人等又は個人における通例として公にしないこととされているものその他の当該

条件を付することが当該情報の性質、当時の状況等に照らして合理的であると認めら

れるもの 

四 公にすることにより、犯罪の予防又は捜査その他の公共の安全と秩序の維持に支障を

及ぼすおそれがあると実施機関が認めることにつき相当の理由がある情報 

五 市の機関、国の機関、独立行政法人等、他の地方公共団体の機関及び地方独立行政法

人の内部又は相互間における審議、検討又は協議に関する情報であって、公にすること

により、率直な意見の交換若しくは意思決定の中立性が不当に損なわれるおそれ、不当

に市民の間に混乱を生じさせるおそれ又は特定の者に不当に利益を与え若しくは不利

益を及ぼすおそれがあるもの 
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六 市の機関、国の機関、独立行政法人等、他の地方公共団体の機関又は地方独立行政法

人が行う事務又は事業に関する情報であって、公にすることにより、次に掲げるおそれ

その他当該事務又は事業の性質上、当該事務又は事業の適正な遂行に支障を及ぼすおそ

れがあるもの 

イ 監査、検査、取締り、試験又は租税の賦課若しくは徴収に係る事務に関し、正確な

事実の把握を困難にするおそれ又は違法若しくは不当な行為を容易にし、若しくはそ

の発見を困難にするおそれ 

ロ 契約、交渉又は争訟に係る事務に関し、市、国、独立行政法人等、他の地方公共団

体又は地方独立行政法人の財産上の利益又は当事者としての地位を不当に害するお

それ 

ハ 調査研究に係る事務に関し、その公正かつ能率的な遂行を不当に阻害するおそれ 

ニ 人事管理に係る事務に関し、公正かつ円滑な人事の確保に支障を及ぼすおそれ 

ホ 独立行政法人等、市若しくは他の地方公共団体が経営する企業又は地方独立行政法

人に係る事業に関し、その企業経営上の正当な利益を害するおそれ 

（平成一九条例四一・平成二一条例五・平成二五条例一七・平成二七条例一五・一

部改正） 

（部分開示） 

第八条 実施機関は、開示請求に係る行政文書の一部に不開示情報が記録されている場合に

おいて、不開示情報が記録されている部分を容易に区分して除くことができるときは、開

示請求者に対し、当該部分を除いた部分につき開示しなければならない。ただし、当該部

分を除いた部分に有意の情報が記録されていないと認められるときは、この限りでない。 

２ 開示請求に係る行政文書に前条第二号の情報（特定の個人を識別することができるもの

に限る。）が記録されている場合において、当該情報のうち、氏名、生年月日その他の特

定の個人を識別することができることとなる記述等の部分を除くことにより、公にしても、

個人の権利利益が害されるおそれがないと認められるときは、当該部分を除いた部分は、

同号の情報に含まれないものとみなして、前項の規定を適用する。 

（公益上の理由による裁量的開示） 

第九条 実施機関は、開示請求に係る行政文書に不開示情報（第七条第一号に該当する情報

を除く。）が記録されている場合であっても、公益上特に必要があると認めるときは、開

示請求者に対し、当該行政文書を開示することができる。 

（行政文書の存否に関する情報） 
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第十条 開示請求に対し、当該開示請求に係る行政文書が存在しているか否かを答えるだけ

で、不開示情報を開示することとなるときは、実施機関は、当該行政文書の存否を明らか

にしないで、当該開示請求を拒否することができる。 

（開示請求に対する決定等） 

第十一条 実施機関は、開示請求に係る行政文書の全部又は一部を開示するときは、その旨

の決定をし、開示請求者に対し、その旨並びに開示を実施する日時及び場所を書面により

通知しなければならない。ただし、開示請求があった際、直ちに、開示請求に係る行政文

書の全部を開示する旨の決定をし、かつ、当該決定に基づき開示する場合にあっては、口

頭で告知すれば足りる。 

２ 実施機関は、開示請求に係る行政文書の全部を開示しないとき（前条の規定により開示

請求を拒否するとき及び開示請求に係る行政文書を保有していないときを含む。）は、開

示をしない旨の決定をし、開示請求者に対し、その旨を書面により通知しなければならな

い。 

３ 実施機関は、行政文書の全部又は一部を開示しない旨の決定をしたときは、その理由並

びに当該行政文書の全部又は一部を開示することができる期日が明らかであるときは、当

該期日及び開示することができる範囲を前二項の書面に記載しなければならない。 

（開示決定等の期限） 

第十二条 前条第一項又は第二項の規定による決定（以下「開示決定等」という。）は、開

示請求があった日から十五日以内にしなければならない。ただし、第六条第二項の規定に

より補正を求めた場合にあっては、当該補正に要した日数は、当該期間に算入しない。 

２ 前項の規定にかかわらず、実施機関は、事務処理上の困難その他正当な理由があるとき

は、同項に規定する期間を三十日以内に限り延長することができる。この場合において、

実施機関は、開示請求者に対し、遅滞なく、延長後の期間及び延長の理由を書面により通

知しなければならない。 

３ 開示請求に係る行政文書が著しく大量であるため、開示請求があった日から四十五日以

内にそのすべてについて開示決定等をすることにより事務の遂行に著しい支障が生ずる

おそれがある場合には、前二項の規定にかかわらず、実施機関は、開示請求に係る行政文

書のうちの相当の部分につき当該期間内に開示決定等をし、残りの行政文書については相

当の期間内に開示決定等をすれば足りる。この場合において、実施機関は、第一項に規定

する期間内に、開示請求者に対し、次に掲げる事項を書面により通知しなければならない。 

一 この項の規定を適用する旨及びその理由 
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二 残りの行政文書について開示決定等をする期限 

（第三者に対する意見書提出の機会の付与等） 

第十三条 開示請求に係る行政文書に市、国、独立行政法人等、他の地方公共団体、地方独

立行政法人及び開示請求者以外の者（以下この条及び第十七条において「第三者」という。）

に関する情報が記録されているときは、実施機関は、開示決定等をするに当たって、当該

情報に係る第三者に対し、開示請求に係る行政文書の表示その他実施機関が定める事項を

通知して、意見書を提出する機会を与えることができる。 

２ 実施機関は、次の各号のいずれかに該当するときは、第十一条第一項の開示決定（以下

「開示決定」という。）に先立ち、当該第三者に対し、開示請求に係る行政文書の表示そ

の他実施機関が定める事項を書面により通知して、意見書を提出する機会を与えなければ

ならない。ただし、当該第三者の所在が判明しない場合は、この限りでない。 

一 第三者に関する情報が記録されている行政文書を開示しようとする場合であって、当

該情報が第七条第二号ロ又は同条第三号ただし書に規定する情報に該当すると認めら

れるとき。 

二 第三者に関する情報が記録されている行政文書を第九条の規定により開示しようと

するとき。 

３ 実施機関は、前二項の規定により意見書の提出の機会を与えられた第三者が当該行政文

書の開示に反対の意思を表示した意見書を提出した場合において、開示決定をするときは、

開示決定の日と開示を実施する日との間に少なくとも二週間を置かなければならない。こ

の場合において、実施機関は、開示決定後直ちに、当該意見書（第十七条において「反対

意見書」という。）を提出した第三者に対し、開示決定をした旨及びその理由並びに開示

を実施する日を書面により通知しなければならない。 

（開示の実施） 

第十四条 行政文書の開示は、文書、図画又は写真については閲覧又は写しの交付により、

フィルムについては視聴又は写しの交付により、電磁的記録についてはその種別、情報化

の進展状況等を勘案して実施機関が定める方法により行う。ただし、開示請求に係る行政

文書を直接閲覧又は視聴に供することにより当該行政文書が汚損され、又は破損されるお

それがあるとき、開示請求に係る行政文書の一部を開示するときその他正当な理由がある

ときは、当該行政文書に代えて、当該行政文書を複写した物を閲覧若しくは視聴に供し、

又はその写しを交付することにより、これを行うことができる。 

２ 行政文書の開示は、文書、図画、写真又はフィルムについてこれらの写し又はこれらを
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複写した物の写しを送付する場合を除き、実施機関が開示決定の通知の際に指定する日時

及び場所において行う。 

３ 開示決定に基づき行政文書の開示を受けた者は、最初に開示を受けた日から三十日以内

に限り、実施機関に対し、更に開示を受ける旨を申し出ることができる。 

（他の制度との調整） 

第十五条 実施機関は、法令等の規定により、何人にも開示請求に係る行政文書が前条第一

項本文に規定する方法と同一の方法で開示することとされている場合（開示の期間が定め

られている場合にあっては、当該期間内に限る。）には、同項本文の規定にかかわらず、

当該行政文書については、当該同一の方法による開示を行わない。ただし、当該法令等の

規定に一定の場合には開示をしない旨の定めがあるときは、この限りでない。 

２ 法令等の規定による開示の方法が縦覧であるときは、当該縦覧を前条第一項本文の閲覧

とみなして、前項の規定を適用する。 

（費用負担） 

第十六条 この条例の規定による行政文書の開示に係る手数料は、無料とする。 

２ 開示請求をして文書、図画、写真若しくはフィルム又はこれらを複写した物の写しの交

付を受ける者は、当該写しの作成及び送付に要する費用の額として実施機関が定める額を

負担しなければならない。 

３ 開示請求をして電磁的記録の開示を受ける者は、開示の方法ごとに当該開示の実施に要

する費用の額として実施機関が定める額を負担しなければならない。 

（審査請求） 

第十六条の二 市が設立した地方独立行政法人がした開示決定等又は当該地方独立行政法

人に対する開示請求に係る不作為について不服がある者は、当該地方独立行政法人に対し、

審査請求をすることができる。 

２ 開示決定等又は開示請求に係る不作為に係る審査請求については、行政不服審査法（平

成二十六年法律第六十八号）第九条第一項本文の規定は、適用しない。 

（平成二一条例五・追加、平成二八条例七・一部改正） 

（審査請求があった場合の手続） 

第十七条 開示決定等又は開示請求に係る不作為について審査請求があったときは、当該審

査請求に対する裁決をすべき実施機関は、次の各号のいずれかに該当する場合を除き、青

森市情報公開・個人情報保護審査会に諮問しなければならない。 

一 審査請求が不適法であり、却下する場合 
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二 裁決で、審査請求の全部を認容し、当該審査請求に係る行政文書の全部を開示するこ

ととする場合（当該行政文書の開示について反対意見書が提出されている場合を除く。） 

２ 前項の規定による諮問は、行政不服審査法第九条第三項において読み替えて適用する同

法第二十九条第二項の弁明書の写しを添えてしなければならない。 

３ 第一項の規定により諮問をした実施機関（以下「諮問実施機関」という。）は、次に掲

げる者に対し、諮問をした旨を通知しなければならない。 

一 審査請求人及び参加人（行政不服審査法第十三条第四項に規定する参加人をいう。以

下同じ。） 

二 開示請求者（開示請求者が審査請求人又は参加人である場合を除く。） 

三 当該審査請求に係る行政文書の開示について反対意見書を提出した第三者（当該第三

者が審査請求人又は参加人である場合を除く。） 

４ 第十三条第三項の規定は、次の各号のいずれかに該当する裁決をする場合について準用

する。 

一 開示決定に対する第三者からの審査請求を却下し、又は棄却する裁決 

二 審査請求に係る開示決定等（審査請求に係る行政文書の全部を開示する旨の決定を除

く。）を変更し、当該審査請求に係る行政文書を開示する旨の裁決（第三者である参加

人が当該行政文書の開示に反対の意思を表示している場合に限る。） 

（平成二一条例五・平成二八条例七・一部改正） 

（開示請求をしようとする者に対する情報の提供等） 

第十八条 実施機関は、開示請求をしようとする者が容易かつ的確に開示請求をすることが

できるよう、当該実施機関が保有する行政文書の特定に資する情報の提供その他開示請求

をしようとする者の利便を考慮した適切な措置を講ずるものとする。 

（行政文書の管理） 

第十九条 実施機関は、この条例の適正かつ円滑な運用に資するため、行政文書を適正に管

理するものとする。 

２ 実施機関は、行政文書の管理に関する定めを設け、行政文書の分類、作成、保存及び廃

棄に関する基準その他の行政文書の管理に関し必要な事項について定め、一般の閲覧に供

しなければならない。 

（開示状況の公表） 

第二十条 市長は、毎年度、この条例による行政文書の開示の状況を公表しなければならな

い。 
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（情報公開の総合的推進） 

第二十一条 市は、この条例による行政文書の開示のほか、市民が市政に関する情報を迅速

かつ容易に得られるよう、広報活動、市が出資する法人等の事業、委託事業及び補助金等

の交付に係る事業の実施状況に関する資料の収集及び整備その他の行政資料の提供等の

情報提供施策の充実を図ることにより、情報公開の総合的推進に努めるものとする。 

（市が出資する法人の情報公開） 

第二十二条 市が出資する法人のうち市長が定める法人は、この条例の趣旨にのっとり、そ

の保有する情報の開示及び提供を行うため必要な措置を講ずるよう努めなければならな

い。 

（指定管理者の情報公開） 

第二十三条 指定管理者（地方自治法（昭和二十二年法律第六十七号）第二百四十四条の二

第三項に規定する指定管理者をいう。）は、この条例の趣旨にのっとり、その保有する情

報のうち当該指定管理者が管理を行う公の施設に係るものの開示及び提供を行うため必

要な措置を講ずるよう努めなければならない。 

（平成二一条例三六・追加） 

（委任） 

第二十四条 この条例の施行に関し必要な事項は、実施機関が定める。 

（平成二一条例三六・旧第二十三条繰下） 

附 則 

（施行期日） 

１ この条例は、平成十七年四月一日から施行する。 

（経過措置） 

２ この条例の施行の日の前日までに、合併前の青森市情報公開条例（平成十六年青森市条

例第二号）又は浪岡町情報公開条例（平成十二年浪岡町条例第四号）の規定によりなされ

た処分、手続その他の行為は、それぞれこの条例の相当規定によりなされたものとみなす。 

（市が設立した地方独立行政法人に関する経過措置） 

３ 市が設立した地方独立行政法人の成立の日前において、この条例の規定により、実施機

関が行った行政処分その他の行為又は実施機関に対して行った申請その他の行為のうち、

当該地方独立行政法人が行う業務に係るものは、当該地方独立行政法人が行った行政処分

その他の行為又は当該地方独立行政法人に対して行った申請その他の行為とみなす。 

（平成二一条例五・追加） 
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附 則（平成一九年九月条例第四一号）抄 

（施行期日） 

１ この条例は、次の各号に掲げる区分に応じ、それぞれ当該各号に定める日から施行する。 

一 略 

二 前号に掲げる規定以外の規定及び次項の規定 平成十九年十月一日 

附 則（平成二一年三月条例第五号） 

（施行期日） 

この条例は、平成二十一年四月一日から施行する。 

附 則（平成二一年一二月条例第三六号） 

（施行期日） 

この条例は、平成二十二年四月一日から施行する。 

附 則（平成二五年三月条例第一七号） 

（施行期日） 

この条例は、平成二十五年四月一日から施行する。 

附 則（平成二七年三月条例第一五号） 

（施行期日） 

この条例は、平成二十七年四月一日から施行する。 

附 則（平成二八年三月条例第七号） 

（施行期日） 

この条例は、平成二十八年四月一日から施行する。 
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○青森市暴力団排除条例 

平成二十三年十二月二十二日 

条例第三十三号 

（目的） 

第一条 この条例は、暴力団が市民生活及び経済活動に介入し、暴力及びこれを背景とした

資金獲得活動によって市民及び地域社会に多大な脅威を与えている状況に鑑み、暴力団排

除に関し、基本理念を定め、市、市民及び事業者の責務を明らかにするとともに、暴力団

排除のための措置等について必要な事項を定めることにより、暴力団排除の推進を図り、

もって市民生活の安全と平穏の確保及び本市経済の健全な発展に寄与することを目的と

する。 

（定義） 

第二条 この条例において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定めるところによ

る。 

一 暴力団 暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成三年法律第七十七号。

以下「法」という。）第二条第二号に規定する暴力団をいう。 

二 暴力団員 法第二条第六号に規定する暴力団員をいう。 

三 暴力団排除 市民生活又は事業活動に与える暴力団の影響を排除することをいう。 

（基本理念） 

第三条 暴力団排除は、市民生活の安全と平穏を確保し、及び本市経済が健全に発展する上

での課題であることを深く認識して、関係行政機関及び関係団体とともに、市、市民及び

事業者が連携して行われなければならない。 

（市の責務） 

第四条 市は、前条に定める暴力団排除についての基本理念（以下「基本理念」という。）

にのっとり、青森県との連携を図りながら、あらゆる施策を通じ、暴力団排除に努めなけ

ればならない。 

（市民の責務） 

第五条 市民は、基本理念にのっとり、暴力団排除のための活動に自主的に取り組む等暴力

団排除に積極的な役割を果たすよう努めるとともに、その生活に与える暴力団の影響に関

する情報を市に提供すること等により、市が実施する暴力団排除の取組に協力するよう努

めなければならない。 

２ 前項に定めるもののほか、青少年の家族及び地域住民は、基本理念にのっとり、青少年
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に対し、暴力団に加入せず、及び暴力団員と交際しないようにするために必要な措置を講

ずるよう努めなければならない。 

（事業者の責務） 

第六条 事業者は、基本理念にのっとり、その事業活動を行うに当たり、暴力団員による不

当な要求に応じない等暴力団排除のために必要な措置を講ずるよう努めるとともに、その

事業活動に与える暴力団の影響に関する情報を市に提供すること等により、市が実施する

暴力団排除の取組に協力するよう努めなければならない。 

（市の事務及び事業からの暴力団の排除） 

第七条 市は、その事務又は事業の執行に伴って暴力団に利益を与えることとならないよう

にするために必要な措置を講ずるものとする。 

２ 市は、市が締結する売買、貸借、請負その他の契約において、当該契約の相手方（相手

方が法人の場合にあっては、その役員を含む。）又はその使用人について暴力団若しくは

暴力団員であること、又は暴力団若しくは暴力団員と社会的に非難されるべき関係にある

ことが判明したとき、その他当該契約の履行によって暴力団の活動を助長し、又は暴力団

の運営に資することとなることが判明したときは当該契約を解除することができる旨を

定めるものとする。 

（相談の処理） 

第八条 市は、市民又は事業者からの暴力団排除に関する相談に応じ、その相談に係る事項

を解決するために必要な措置を講ずるものとする。 

（安全の確保） 

第九条 市は、暴力団排除のための活動に取り組んだこと等により暴力団員等から危害を加

えられるおそれがあると認められる者の安全を確保するため、警察署長に対し警察官によ

る保護を要請する等必要な措置を講ずるものとする。 

２ 市は、祭礼、興行その他の公共の場所における行事への暴力団員の関与、青森刑務所か

らの出所者に対する暴力団員による出迎えその他暴力団員がその所属する暴力団の威力

を示して行う行為により、市民等に迷惑がかかり、又は危害が及ぶおそれがあると認める

ときは、警察署長に対し、市民等の安全及び平穏な生活を確保するための必要な措置を講

ずるよう要請するものとする。 

（啓発） 

第十条 市は、市民及び事業者の暴力団排除に関する関心と理解を深めるための啓発に必要

な措置を講ずるものとする。 
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（市民及び事業者への支援） 

第十一条 市は、市民及び事業者の暴力団排除に関する取組に対し、必要な助言及び協力そ

の他の支援措置を講ずるものとする。 

（行事からの暴力団の排除） 

第十二条 祭礼、興行その他の公共の場所における行事を主催する者は、当該行事の開催及

び運営に係る約款、規約その他の定めにおいて、次に掲げる事項を定めるよう努めなけれ

ばならない。 

一 当該行事の開催及び運営に関し、暴力団員を利用しないこと、又は関与させないこと。 

二 暴力団員であることを知りながら、その者を当該行事に参加させないこと。 

三 暴力団員であることを知りながら、その者の露店、屋台その他これらに類する店を出

店させないこと。 

（委任） 

第十三条 この条例の施行に関し必要な事項は、市長が定める。 

附 則 

（施行期日） 

この条例は、公布の日から施行する。 
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○青森市中小企業振興基本条例 

平成二十四年六月二十七日 

条例第六十三号 

改正 平成二八年六月条例第二九号 

本市内に立地する企業は、中小企業が多数を占めており、それぞれの業種及び職種におい

て市内経済を根幹から支え、地域のまちづくりや雇用、災害時の助け合いなど、地域社会に

貢献するとともに、本市の発展に大きく寄与してきた。地域経済の活性化が企業の利益や所

得の増加を生み出すことにより、本市の租税収入の増加をもたらし、市民への多様な施策が

実施できるという好循環を生み出してきた。 

しかし、近年の国境を越えたグローバル経済の進展とそれに伴う競争の激化、社会構造を

変える急速な少子高齢化の進行など、経済を取り巻く環境は極めて厳しい状態に置かれ、中

小企業の活力の低下が懸念される。 

このような状況の下、自主自立の青森市を作り育て、本市経済の持続可能な発展のために

は、中小企業の意欲的で創造的な活動を支援することが不可欠である。この基本的な考え方

を推進するための基本方針等を明らかにし、本市経済の中核をなす中小企業が生き生きと躍

動する青森市を築くため、この条例を制定する。 

（目的） 

第一条 この条例は、本市経済における中小企業の役割の重要性に鑑み、中小企業の振興に

ついて基本理念を定め、及び市の責務等を明らかにするとともに、中小企業の振興に関す

る施策の基本となる事項を定めることにより、中小企業の振興に関する施策の総合的な推

進を図り、もって本市経済の健全な発展並びに本市における雇用の場の創出及び市民生活

の安定向上に寄与することを目的とする。 

（中小企業者の範囲） 

第二条 この条例において「中小企業者」とは、中小企業基本法（昭和三十八年法律第百五

十四号）第二条第一項各号に掲げる者であって、本市に事務所又は事業所を有するものを

いう。 

（基本理念） 

第三条 中小企業の振興は、中小企業者の自主的な努力と創意工夫を尊重して推進されなけ

ればならない。 

２ 中小企業の振興は、豊富な人材、多様な技術、豊かな自然その他の市内各地域が有する

資源の持続的な活用を図ることにより推進することに努めるものとする。 
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（市の責務） 

第四条 市は、この条例の基本理念にのっとり、中小企業の振興に関する施策を総合的に実

施しなければならない。 

２ 市は、中小企業の振興に関する施策を実施するに当たっては、国、関係地方公共団体、

中小企業者、中小企業に関する団体及び市民と協力し、効果的に実施するよう努めるもの

とする。 

３ 市は、工事の発注、物品及び役務の調達等に当たっては、予算の適切な執行並びに透明

かつ公正な競争及び契約の適正な履行の確保に留意しつつ、中小企業者で本市に本店又は

主たる事務所を有するもの（以下「市内中小企業者」という。）の受注の機会の増大に努

めるものとする。 

（平成二八条例二九・一部改正） 

（中小企業者の努力） 

第五条 中小企業者は、経営の革新（中小企業基本法第二条第二項に規定する経営の革新を

いう。以下同じ。）、経営基盤の強化及び経済的社会的環境の変化への即応のために、自

主的に取り組むよう努めなければならない。 

２ 中小企業者は、市が実施する中小企業の振興に関する施策に協力するよう努めるものと

する。 

３ 中小企業者は、地域社会を構成する一員としての社会的責任を自覚し、地域社会との調

和を図り、緊急災害への対応をはじめとして暮らしやすい地域社会の実現に貢献するよう

努めるものとする。 

（市民の理解及び協力） 

第六条 市民は、中小企業の振興が市民生活の安定向上において果たす役割の重要性を理解

し、中小企業の健全な発展に協力するよう努めるものとする。 

（施策の基本方針） 

第七条 市は、中小企業の振興に関する施策の実施に当たっては、この条例の基本理念にの

っとり、次に掲げる事項を基本として行わなければならない。 

一 中小企業者の経営の革新及び経営基盤の強化を促進するための施策を推進すること。 

二 市が行う工事の発注、物品及び役務の調達等に当たっては、透明かつ公正な競争及び

契約の適正な履行の確保に留意しつつ、発注、調達等の対象を適切に分離し、又は分割

すること等により、市内中小企業者の受注機会の増大に努めること。 

三 地方自治法（昭和二十二年法律第六十七号）第二百四十四条の二第三項に規定する指
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定管理者の選定に当たっては、予算の適正な執行並びに透明かつ公正な選定手続及び当

該公の施設の効果的な管理の確保に留意しつつ、市内中小企業者の参入機会の増大に努

めること。 

四 中小企業者の経営の革新等のための自主的な取組、市の施策への協力、地域社会への

貢献の状況等を適切に評価し、積極的な活用に努めること。 

五 中小企業の振興に関する市民の理解を深め、協力を促進するための施策を推進するこ

と。 

六 前各号に掲げる事項を基本とする施策を推進するために必要な財政上の措置を講ず

ること。 

（平成二八条例二九・一部改正） 

（議会への報告） 

第八条 市長は、毎年度、中小企業の振興に関する施策の実施状況を議会に報告しなければ

ならない。 

（委任） 

第九条 この条例の施行に関し必要な事項は、別に定める。 

附 則 

（施行期日） 

１ この条例は、公布の日から施行する。 

（経過措置） 

２ 第八条の規定は、平成二十四年度分の中小企業の振興に関する施策の実施状況に係る議

会への報告から適用する。 

附 則（平成二八年六月条例第二九号） 

（施行期日） 

この条例は、公布の日から施行する。 

 



 

 

 

  

 

 
















































